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はじめに 

本市では、「共に生き、しあわせを感じる社会を目指し

て」を基本理念とした「第 5 期日高市障がい者計画・障

がい福祉計画 第 1期日高市障がい児福祉計画」を推進し

てまいりましたが、この計画が令和３年３月をもって期

間満了となりますことから、新たに令和３年４月から令

和６年３月末までの３か年を期間とした「第６期日高市

障がい者計画・障がい福祉計画 第２期日高市障がい児

福祉計画」を策定しました。 

この計画では、障がいのある人もない人も、お互いに障がいの有無にかかわらず、地

域で「共に」生き、「共に」しあわせを感じる社会を目指し、基本理念に「共に生き、し

あわせを感じる社会を目指して」を引き続き掲げ、障がい福祉施策を推進してまいりま

す。 

計画の開始年度となります令和 3年（2021年）は、東京 2020オリンピック・パラ

リンピック競技大会の開催が予定されています。我が国で開催される世界的規模の祭典

を契機に障がいへの関心や理解が一層高まることを期待するとともに、市でも埼玉県パ

ラリンピック聖火ビジットに参加するなど、地域で皆さんが共にしあわせや喜びを感じ

られるよう努めてまいります。 

末筆になりますが、計画の策定を進めていた令和２年は、新型コロナウイルス感染症

の拡大により市民生活に大きな影響をもたらしました。こうした中、障がい福祉サービ

スの提供等に係る事業所や関係機関等の皆様におかれましては、コロナ禍であっても障

がい福祉サービスの継続にご尽力いただき厚く御礼申し上げます。 

また、本計画の策定にあたり、日高市障がい者地域総合支援協議会委員をはじめアン

ケート調査や市民コメント等にご協力くださいました皆様に感謝申し上げます。 

 

令和３年３月 
日高市長 谷ケ﨑 照 雄  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○「障がい」の「害」を「がい」に改めています 

市では、団体名等の名称を除き「障がい」の「害」を「がい」に改めて表記して

います。「害」の文字が不快を与え、誤解を招く恐れがあると、障がい者団体など

からのご意見を参考に平成 15年度より実施しています。 
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１  計画策定の背景 

本市では、平成 30年３月に「第５期日高市障がい者計画・障がい福祉計画 第１期日

高市障がい児福祉計画」を策定してから、時代の変化や障がい者（児）のニーズに的確

に対応するため、計画の進捗状況の検証を重ねつつ、福祉施設の整備、障がい者の就労

支援、障がい者（児）の権利擁護に関する取組など、各種の障がい者施策を推進してき

ました。平成 30年度に始まったこの計画は、令和２年度末をもって期間満了となりま

すが、この間、障がい者（児）を取り巻く制度や状況も変化しています。 

国では、地域共生社会の実現に向けた取組を推進しており、平成 30年４月に施行さ

れた社会福祉法の一部改正では、地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する

包括的な支援体制を整備することが市町村の努力義務とされました。令和３年度に施行

される予定となっている、地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正する

法律では、「重層的支援体制整備事業」の創設が柱となっており、高齢、障がい、子ど

も、生活困窮の制度ごとに分かれている相談支援などの関連事業について、財政支援を

一体的に実施していくこととされています。 

平成 30年 6月には、文化芸術活動を通じた障がい者の個性と能力の発揮及び社会参

加の促進を図ることを目的とする「障害者による文化芸術活動の推進に関する法律」が

施行されました。 

本計画は、これらの動向等を踏まえ、アンケート調査や市民コメントを実施し、市民

参加のもと、より時代とニーズに即した障がい福祉施策を推進するために策定したもの

です。 
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２  計画策定の目的と位置付け 

１ 計画の目的 

本計画は、「共に生き、しあわせを感じる社会をめざして」を基本理念に掲げ、障がい

のある人もない人も、お互いに、障がいの有無にかかわらず、地域で「共に」生き、「共

に」しあわせを感じることのできる社会を目指し、障がい福祉施策を総合的（※）に推進

していくことを目的にしています。 

 

（※）市では、障害者基本法に基づく障がい者計画と障害者の日常生活及び社会生活

を総合的に支援するための法律（以下、障害者総合支援法という。）に基づく障

がい福祉計画を一体的に策定し推進してきました。 

また、前計画より障がい児福祉計画については、その内容について障がい福祉

計画と関連性が高いことから、併せて策定（障害者総合支援法第 88条第６項及

び児童福祉法第 33条の 20第６項の規定）しています。 

 

２ 法的な位置づけ 

本計画は障害者基本法に基づく市町村障がい者計画と、障害者総合支援法に基づく市

町村障がい福祉計画及び児童福祉法に基づく市町村障がい児福祉計画として位置付け

られています。 

① 障がい者計画 
障害者基本法第 11条第 3項に基づき、障がい者のための施

策に関する基本的な事項を定めるものです。 

② 障がい福祉計画 

障害者総合支援法第 88 条第１項に基づき、国の基本指針に

沿って、障がい福祉サービス、相談支援及び地域生活支援事

業の提供体制の確保に関する事項を定めるものです。 

③ 障がい児福祉計画 

児童福祉法第 33 条の 20 第１項に基づき、国の基本指針に

沿って、障がい児通所支援や、障がい児相談支援の提供体制

の確保に関する事項を定めるものです。 
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３ 他計画との関係 

本計画は、「日高市総合計画」と福祉分野の包括的な計画となる「日高市地域福祉計

画」を上位計画とした、障がい福祉施策に関する分野別計画です。また、本計画の該当

箇所については、本市の成年後見利用促進基本計画の障がい福祉分野を兼ねるものとし

ます。 

福祉分野をはじめ各分野別の生活関連分野の計画との連携を図るとともに、国の「障

がい者基本計画」や県の「埼玉県障がい者支援計画」等の関連計画とも連携を図ってい

きます。 
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３  計画の期間 

本計画の期間は、令和３年度から令和５年度までを計画期間とします。 

これは、障がい福祉計画及び障がい児福祉計画を１期３年とする国の基本方針に基づ

くものであり、障がい者計画もこれに併せた期間としています。 

 
平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

 

 

 

 

 

 

 

４  計画の対象者 

本計画では、「障がい者」、「障がい児」が中心となりますが、障がい福祉施策を総合

的に推進していくことから、全市民が対象となります。 

なお、本計画における「障がい」とは、障害者基本法及び児童福祉法等に従い、身体

障がい、知的障がい、精神障がい（発達障がい、高次脳機能障がいを含む。）、その他の

心身の機能の障がい（政令で定める難病などによる障がいを含む。）を指すものとし、

「障がい者」、「障がい児」とは、障がい及び社会的障壁により継続的な日常生活、社会

生活に相当な制約を受ける状態にある 18歳以上の者、児童を指すものとします。 

  

第５次日高市総合計画 
（平成 23年度～令和２年度） 

第 6次日高市総合計画 
（令和３年度～令和 1２年度） 

第３次日高市地域福祉計画・日高市地域福祉活動計画 
（令和元年度～令和５年度） 

第６期日高市障がい者計画・障がい福祉計画 
第２期日高市障がい児福祉計画 
（令和３年度～令和５年度） 

第５期日高市障がい者計画・障がい福祉計画 
第１期日高市障がい児福祉計画 
（平成 30年度～令和２年度） 

次期計画 

日高市第２期子ども・子育て支援事業計画・日高市次世代育成支援行動計画-第 2 期後期
計画-              （令和２年度～令和６年度） 

日高市子ども・子育て支援事業計画 
日高市次世代育成支援行動計画-第 2期 
前期計画- (平成27年度～令和元年度） 

第 8期日高市高齢者福祉計画・介護保険事業計画 
（令和３年度～令和５年度） 

次期計画 

次期計画 第７期日高市高齢者福祉計画・介護保険事業計画 
（平成 30年度～令和２年度） 
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26.11 27.67 29.10 30.36 31.16 31.84 32.55 

16.33 17.25 17.82 18.06 17.85 17.53 17.48 

9.78 10.42 11.28 12.30 13.31 14.31 15.07 

0.00
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40.00

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 令和2年

高齢化率 前期高齢者率 後期高齢者率

（％）

 １  障がい者（児）の現状 

１．人口の状況 

（１）年代分類別人口の推移 

近年の本市の人口は減少傾向にあり、平成 29年から令和 2年の 3年間で 900人以

上が減少しています。年代別にみると、０～14 歳の年少人口と 15～64 歳の生産年齢

人口が減少傾向にある一方で、65歳以上の老年人口は増加傾向にあります。 

高齢者の割合（高齢化率）は 3割を超え、平成 30年以降は 65～74歳（前期高齢者）

の割合が低下し、75歳以上（後期高齢者）の割合が上昇しています。 

図表２－1 年齢 3区分人口の推移 

資料：住民基本台帳（各年４月１日現在） 

図表２－２ 高齢者比率の推移 

 

 

 

 

 
 

資料：住民基本台帳（各年４月１日現在）  
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35,142 34,141 33,300 32,449 31,902 31,558 31,117 

14,780 
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高齢化率

 
前期高齢者率

 

後期高齢者率
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２．障がい者手帳所持者の状況 

（１）身体障がい者手帳所持者数 

身体障がい者手帳所持者数は平成 28年度まで増加傾向が続いていましたが、平成 29

年度から減少傾向にあり、令和元年度は 1,730 人となっています。令和元年度の等級

別の構成割合は１級が 34.5％で最も高く、次いで４級が 24.2％となっています。 

図表２－３ 等級別身体障がい者手帳所持者数 

単位：上段／人、下段／％ 
 

平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 
伸び率 
H26→R1 

合計 
1,731 

100.0% 
1,749 

100.0% 
1,759 

100.0% 
1,742 

100.0% 
1,734 

100.0% 
1,730 

100.0% -0.06% 

等 
 

 

級 

１
級 

594 
34.3% 

610 
34.9% 

624 
35.5% 

602 
34.6% 

596 
34.4% 

597 
34.5% 0.51% 

２
級 

255 
14.7% 

253 
14.5% 
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13.9% 

245 
14.1% 
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14.1% 

246 
14.2% -3.53% 

３
級 

302 
17.4% 

294 
16.8% 

293 
16.7% 
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16.6% 
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16.5% 

278 
16.1% -7.95% 

４
級 
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23.2% 

411 
23.5% 
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22.8% 

405 
23.2% 

409 
23.6% 

419 
24.2% 4.49% 

５
級 

106 
6.1% 
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6.1% 
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6.3% 

110 
6.3% 

110 
6.3% 

105 
6.1% -0.94% 

６
級 

73 
4.2% 

75 
4.3% 

85 
4.8% 

90 
5.2% 

89 
5.1% 

85 
4.9% 16.44% 

資料：障がい福祉課（各年度末現在）  

6級, 73 75 85 90 89 85 
5級, 106 106 111 110 110 105 

4級, 401 411 401 405 409 419 

3級, 302 294 293 290 286 278 

2級, 255 253 245 245 244 246 

1級, 594 610 624 602 596 597 
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（２）身体障がい種別の身体障がい者手帳所持者数 

 身体障がい者手帳所持者を身体障がい種別ごとにみると、令和元年度では肢体不自由

の割合が最も高く 50.6％と半数を超えており、次いで内部障がいが 34.0％となってい

ます。肢体不自由と内部障がいで 8割以上を占めています。 

図表２－4 身体障がい種別身体障がい者手帳所持者数 

単位：上段／人、下段／％ 
 

平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 
伸び率 
H26→R1 

合計 
1,731 

100.0% 
1,749 

100.0% 
1,759 

100.0% 
1,742 

100.0% 
1,734 

100.0% 
1,730 

100.0% -0.06% 

身
体
障
が
い
の
種
類 

視覚 
86 

5.0% 
94 

5.4% 
102 

5.8% 
100 

5.7% 
104 

6.0% 
107 

6.2% 24.42% 

聴覚・平衡 
116 

6.7% 
123 

7.0% 
127 

7.2% 
130 

7.5% 
130 

7.5% 
131 

7.6% 12.93% 

音声・言語 
35 

2.0% 
33 

1.9% 
32 

1.8% 
30 

1.7% 
30 

1.7% 
28 

1.6% -20.00% 

肢体不自由 
964 

55.7% 
944 

54.0% 
915 

52.0% 
908 

52.1% 
885 

51.0% 
875 

50.6% -9.23% 

内部 
530 

30.6% 
555 

31.7% 
583 

33.1% 
574 

33.0% 
585 

33.7% 
589 

34.0% 11.13% 

資料：障がい福祉課（各年度末現在） 

  

内部, 530 555 583 574 585 589 

肢体不自由

964 
944 915 908 885 875 
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（３）年齢別の身体障がい者手帳所持者数 

 身体障がい者手帳所持者を年齢別にみると、65歳以上が 7割以上を占めています。

令和元年度では 65歳以上が 72.3％、次いで 18～64歳が 25.4％、18歳未満が 2.3％

となっています。 

図表２－５ 年齢別身体障がい者手帳所持者数 

単位：上段／人、下段／％ 
 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 
伸び率 
H27→R1 

合計 
1,749 

100.0% 
1,759 

100.0% 
1,742 

100.0% 
1,734 

100.0% 
1,730 

100.0% -1.09% 

65 歳以上 
1,229 
70.3% 

1,252 
71.2% 

1,294 
74.3% 

1,260 
72.7% 

1,250 
72.3% 1.71% 

18∼64 歳 
474 

27.5% 
464 

26.4% 
409 

23.5% 
433 

25.0% 
440 

25.4% -7.17% 

18 歳未満 
46 

2.6% 
43 

2.4% 
39 

2.2% 
41 

2.4%  
40 

2.3% -13.04% 

資料：障がい福祉課（各年度末現在） 

  

46 43 39 41 40 

18～64歳

474 464 409 433 440 

65歳以上

1,229 
1,252 1,294 1,260 1,250 

1,749 1,759 1,742 1,734 1,730 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

（人）

18歳未満



11 

（４）療育手帳所持者数 

 療育手帳所持者数は、平成 30年度にやや減少したものの、増加傾向が続いており令

和元年度は 421 人と平成 26 年度の 354 人から 67 人の増加となっています。令和元

年度の等級別の構成割合は軽度Ｃが 29.2％で最も高く、次いで中度Ｂが 28.3％となっ

ています。 

図表２－６ 等級別療育手帳所持者数 

単位：上段／人、下段／％ 
 

平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 
伸び率 
H26→R1 

合計 
354 

100.0% 
363 

100.0% 
399 

100.0% 
414 

100.0% 
409 

100.0% 
421 

100.0% 18.93% 

等 
 

級 

最重度Ⓐ 
63 

17.8% 
65 

17.9% 
72 

18.0% 
74 

17.9% 
75 

18.3% 
79 

18.8% 25.40% 

重度 A 
99 

28.0% 
95 

26.2% 
104 

26.1% 
105 

25.4% 
102 

24.9% 
100 

23.8% 1.01% 

中度 B 
103 

29.1% 
110 

30.3% 
113 

28.3% 
119 

28.7% 
118 

28.9% 
119 

28.3% 15.53% 

軽度 C 
89 

25.1% 
93 

25.6% 
110 

27.6% 
116 

27.6% 
114 

27.9% 
123 

29.2% 38.20% 

資料：障がい福祉課（各年度末現在）  
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（５）年齢別の療育手帳所持者数 

 療育手帳所持者を年齢別にみると、18~64歳が約 7割となっています。令和元年度

では 18～64歳が 69.8％、次いで 18歳未満が 24.5％、65歳以上が 5.7％となってい

ます。 

図表２－７ 年齢別療育手帳所持者数 

単位：上段／人、下段／％ 
 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 
伸び率 
H27→R1 

合計 
363 

100.0% 
399 

100.0% 
414 

100.0% 
409 

100.0% 
421 

100.0% 15.98% 

65 歳以上 21 
5.8% 

22 
5.5%  

24 
5.8%  

23 
5.6%  

24 
5.7%  14.29% 

18∼64 歳 256 
70.5%  

276 
69.2%  

285 
68.8%  

282 
68.9%  

294 
69.8%  14.84% 

18 歳未満 
86 

23.7%  
101 

25.3%  
105 

25.4%  
104 

25.4%  
103 

24.5%  19.77% 

資料：障がい福祉課（各年度末現在） 
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（６）精神障がい者保健福祉手帳所持者数 

 精神障がい者保健福祉手帳所持者数は、増加傾向が続いており、令和元年度は 461人

と平成 26年度の 329人から 132人の増加となっています。令和元年度の等級別の構成

割合は 2級が 60.1％で最も高く、次いで 3級が 32.3％、1級が 7.6％となっています。 

平成 26年度から令和元年度の伸び率では、1級が 84.21％と最も高く、次いで 2級

が 50.54％、3級が 18.25％となっています。 

図表２－８ 等級別精神障がい者保健福祉手帳所持者数 

単位：上段／人、下段／％ 
 

平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 
伸び率 
H26→R1 

合計 
329 

100.0% 
345 

100.0% 
355 

100.0% 
375 

100.0% 
417 

100.0% 
461 

100.0% 40.12% 

等 
 

級 

１
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19 
5.8% 

24 
7.0% 

22 
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22 
5.9% 

30 
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35 
7.6% 84.21% 

２
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184 
55.9% 
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58.6% 
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63.9% 
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62.7% 
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61.2% 
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３
級 

126 
38.3% 

119 
34.5% 

106 
29.9% 

118 
31.5% 

132 
31.7% 

149 
32.3% 18.25% 

資料：障がい福祉課（各年度末現在） 
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（７）年齢別の精神障がい者保健福祉手帳所持者数 

 精神障がい者保健福祉手帳所持者を年齢別にみると、18～64歳が８割以上を占めて

います。令和元年度では 18～64歳が 87.4％、次いで 65歳以上が 11.7％、18歳未満

が 0.9％となっています。 

図表２－９ 年齢別精神障がい者保健福祉手帳所持者数 

単位：上段／人、下段／％ 
 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 
伸び率 
H27→R1 

合計 
345 

100.0% 
355 

100.0% 
375 

100.0% 
417 

100.0% 
461 

100.0% 33.62% 

65 歳以上 
46 

13.3% 
47 

13.2%  
45 

12.0%  
49 

11.8%  
54 

11.7%  17.39% 

18∼64 歳 
297 

86.1%  
305 

85.9%  
327 

87.2%  
364 

87.3%  
403 

87.4%  35.69% 

18 歳未満 
2 

0.6%  
3 

0.8%  
3 

0.8%  
4 

1.0%  
4 

0.9%  100.00% 

資料：障がい福祉課（各年度末現在） 
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３．自立支援医療等の利用者の状況 

（１）自立支援医療給付件数 

 更生医療と精神通院医療の給付件数は増加傾向にあり、令和元年度の給付件数は、更

生医療 424件、精神通院医療が 797件となっています。育成医療は年ごとに増減があ

り、令和元年度の給付件数は 35件となっています。 

図表２－10 自立支援医療（更生医療・育成医療・精神通院医療）給付件数 

単位：件 
 

平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 
伸び率 
H26→R1 

更生医療 288 302 341  390  378  424  47.22% 

育成医療 44 35 48  50  60  35  -20.45% 
精神通院
医療 610 640 683  712  770  797  30.66% 

資料：障がい福祉課（各年度末現在） 
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図表２－11 自立支援医療（更生医療・育成医療）給付額 
単位：円 

 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

更生医療 17,817,454 22,655,268 23,438,020  34,496,437  39,857,272  45,102,480  

育成医療 1,032,213 3,972,631 815,885  991,095  1,654,338  879,024  

資料：障がい福祉課（各年度末現在） 

 

図表２－12 疾患別精神通院医療給付件数 
 

平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

合計 610 640 683 712 770 797 

器質性精神障がい 17 18 21  24  27  23  
薬物中毒 11 9 12  11  3  7  
統合失調症 218 222 232  193  118  150  

気分障がい（うつ） 210 222 227  201  115  171  

神経性精神障がい 82 87 93  88  51  67  
行動障がい 1 2 3  5  3  1  

人格障がい 4 4 6  4  5  0  

精神遅滞 6 6 8  4  3  10  
発達障がい 20 23 26  23  15  22  

情緒障がい 4 8 14  18  11  16  

てんかん 34 35 37  35  16  24  
その他 0 0 0  0  0  0  

分類不明 3 4 4  106  403  306  

資料：障がい福祉課（各年度末現在） 
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（２）重度心身障がい者医療費受給者 

 重度心身障がい者医療費受給者は減少傾向にあり、令和元年度の受給者数は 1,114

人となっています。 

図表２－13 重度心身障がい者医療費受給者数 

 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

受給者数
（人） 1,305  1,256  1,206  1,158  1,148  1,114  
給付額 

（千円） 127,287  126,665  119,610  116,186  119,315  112,944  
1 人当たり 

支給額（円） 97,538  100,848  99,179  100,333  103,933  101,386  

資料：保険年金課（各年度末現在） 

（３）補装具給付件数 

 補装具の給付件数は年ごとに増減があり、令和元年度の給付件数はやや少なく 73件

となっています。 

図表２－14 補装具給付件数 

 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

給付件数 
（件） 81  119  111  122  113  73  
給付額 
（円） 7,629,102  10,615,214  13,146,405  12,633,113  13,510,844  6,758,058  

資料：障がい福祉課（各年度末現在）  
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３．難病患者等の状況 

（１）指定難病等医療給付受給者数 

 指定難病等医療給付受給者数は、近年 400 人前後で推移しており、令和元年度の受

給者数は 410人となっています。病名別では「パーキンソン病」及び「潰瘍性大腸炎」

がそれぞれ 48人（11.7％）と多くなっています。 

図表２－15 指定難病等医療給付受給者数 

単位：人 
病名 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

合計 378 388 410 
筋委縮性側索硬化症 5 3 4 
進行性核上性麻痺 1 1 2 
パーキンソン病 45 49 48 
大脳皮質基底核変性症 2 3 2 
重症筋無力症 12 11 12 
多発性硬化症/視神経脊髄炎 8 8 8 
慢性炎症性脱髄性多発神経炎/ 
多巣性運動ニューロパチー 

1 0 0 

多系統委縮症 6 4 5 
脊髄小脳変性症（多系統委縮症を除く） 7 6 7 
ライソゾーム病 1 1 1 
もやもや病 10 9 12 
HTLV-1 関連脊髄症 1 1 2 
全身性アミロイドーシス 1 1 3 
神経線維腫症 5 5 5 
天疱瘡 4 5 5 
膿疱性乾癬（汎発型） 1 1 2 
高安動脈炎 3 2 3 
顕微鏡的多発血管炎 7 8 10 
多発血管炎性肉芽腫症 3 2 3 
好酸球性多発血管炎性肉芽腫症 2 3 3 
悪性関節リウマチ 3 3 4 
バージャー病 2 1 1 
全身性エリテマトーデス 23 24 28 
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皮膚筋炎/多発性筋炎 9 10 13 
全身性強皮症 19 16 19 
混合性結合組織病 10 11 11 
シェーグレン症候群 4 4 4 
成人スチル病 1 1 1 
ベーチェット病 8 8 9 
特発性拡張型心筋症 7 5 6 
肥大性心筋症 1 1 1 
再生不良性貧血 2 1 1 
自己免疫性溶血性貧血 0 1 0 
特発性血小板減少性紫斑病 7 4 2 
血栓性血小板減少性紫斑病 1 1 1 
原発性免疫不全症候群 1 0 0 
ＩｇＡ腎症 1 2 3 
多発性嚢胞腎 3 3 5 
黄色靱帯骨化症 3 2 1 
後縦靱帯骨化症 11 13 11 
広範脊柱管狭窄症 4 4 6 
特発性大腿骨頭壊死症 6 8 5 
下垂体性ＡＤＨ分泌異常症 1 1 2 
下垂体性ＰＲＬ分泌亢進症 0 1 1 
クッシング病 1 0 0 
下垂体性成長ホルモン分泌亢進症 1 2 2 
下垂体前葉機能低下症 9 15 12 
家族性高コレステロール血症（ホモ結合体） 0 0 1 
サルコイドーシス 7 6 7 
特発性間質性肺炎 7 11 11 
肺動脈性肺高血圧症 3 3 3 
慢性血栓塞栓性肺高血圧症 1 1 1 
網膜色素変性症 3 3 4 
原発性胆汁性胆管炎 19 17 14 
原発性硬化性胆管炎 1 1 1 
自己免疫性肝炎 2 2 2 
クローン病 22 23 20 
潰瘍性大腸炎 45 48 48 
脊髄空洞症 1 1 0 
レット症候群 0 0 1 
22q11.2 欠失症候群 0 1 0 
単心室症 1 1 2 
ファロー四徴症 0 1 2 
急速進行性糸球体腎炎 1 0 0 
一次性ネフローゼ症候群 1 3 2 
オスラー病 0 0 1 
非特異性多発性小腸潰瘍症 0 0 1 
好酸球性副鼻腔炎 0 0 2 
原発性慢性骨髄線維症（県単独） 1 1 1 

資料：狭山保健所（日高市の各年度末現在）  
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（２）小児慢性特定疾病医療給付受給者数 

 小児慢性特定疾病医療給付受給者数は、近年では平成 27年度が 73 人とやや多いも

のの 60 人台で推移しています。令和元年度の受給者数は 69 人となっています。病名

別では「慢性心疾患」及び「内分泌疾患」がそれぞれ 14人（20.3％）と多くなってい

ます。 

図表２－16 小児慢性特定疾病医療給付受給者数 

単位：人 
病名 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 
合計 61 68 69 

悪性新生物 6 8 7 
慢性腎疾患 2 2 2 
慢性呼吸器疾患 9 8 7 
慢性心疾患 13 16 14 
内分泌疾患 12 14 14 
膠原病 0 1 1 
糖尿病 5 5 5 
先天性代謝異常 1 2 2 
血友疾患 4 4 2 
免疫疾患 0 0 0 
神経・筋疾患 8 6 8 
慢性消化器疾患 1 1 5 
染色体又は遺伝子に変化を伴う症候群 0 0 0 
皮膚疾患群 0 0 0 
骨系統疾患 0 1 1 
脈管系疾患 0 0 1 

資料：狭山保健所（日高市の各年度末現在）  
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 ２  障がい者（児）数の将来推計 

１．障がい手帳所持者数の将来推計 

（１）障がい手帳所持者数の将来推計 

障がい手帳所持者数について、平成 27年度から令和元年度の値をもとに、指数平滑

法を利用して第 6期中の障がい手帳所持者数を推計しました。 

身体障がい者手帳所持者は、65 歳以上の高齢者は増加するものの、全体としては減

少していくことが推計されます。療育手帳所持者と精神障がい者保健福祉手帳所持者は、

どの年代でも増加していくことが推計されています。 

図表２－17 障がい手帳所持者数の将来推計 
  令和３年度 令和４年度 令和５年度 

身
体
障
が
い
者 

手
帳
所
持
者 

合計 1,716  1,710  1,704  
18 歳未満 37  36  34  
18～64 歳 415  407  398  
65 歳以上 1,266  1,269  1,272  

 

療
育 

手
帳
所
持
者 

合計 447  459  471  
18 歳未満 112  116  119  
18～64 歳 309  317  325  
65 歳以上 25  26  27  

 

精
神
障
が
い
者
保
健

福
祉
手
帳
所
持
者 

合計 515  545  575  

18 歳未満 5  6  6  

18～64 歳 453  481  509  

65 歳以上 57  59  61  

※ 「合計」と年代ごとの推計は、それぞれ独立して推計を行い、小数点以下を四捨五入してい

ます。そのため、各年代の値の和と、「合計」の値は必ずしも一致しません。 

 

指数平滑法：これまでの実績値（時系列データ）をもとに将来の値を予測する、代表的な時系列

分析手法です。指数平滑法は、推計を行う上で遠い過去の値（古いデータ）よりも、

最近の値（新しいデータ）を重視することが特徴です。 
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 ３  障がい者実態調査の結果 

１．調査の概要 

（１）調査の目的 

日高市障がい者実態調査（令和元年度）は、本計画（第６期日高市障がい者計画・障

がい福祉計画 第２期日高市障がい児福祉計画）策定のために必要となる基礎資料とし

て、障がい者の生活実態・障がい者等に関係する団体及び事業者の現状を調査すること

を目的に実施しました。 

（２）調査の対象 

 身体障がい者手帳、療育手帳、精神障がい者保健福祉手帳の所持者及び障がい福祉

サービス等の対象となっている方。また、障がい者等に関係する団体及び事業者を対

象にしています。 

 
調査の種類 調査対象 

①18 歳未満 

及び保護者 

身体障がい者手帳、療育手帳、精神障がい者保健福祉手帳の所持者

及び障がい福祉サービス等の対象となっている 18 歳未満の方及び

その保護者 

②18 歳以上 

65 歳未満 

身体障がい者手帳、療育手帳、精神障がい者保健福祉手帳の所持者

及び障がい福祉サービス等の対象となっている 18歳以上 65歳未満

の方 

③65 歳以上 
身体障がい者手帳、療育手帳、精神障がい者保健福祉手帳の所持者

及び障がい福祉サービス等の対象となっている 65歳以上の方 

④施設入所者 
身体障がい者手帳、療育手帳、精神障がい者保健福祉手帳の所持者

で施設に入所している方 

⑤団体等 障がい者等に関係する団体及び事業者 
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（３）調査の方法 

 調査票を郵送し、対象となる方に回答、記入を依頼し、調査票を郵便で返送してもら

う方法を採用しています。［郵送配布／郵送回収（自記式）］。 

（４）調査の期間 

 令和２年（2020年）３月２日（月）～３月 16日（月） 

（５）回収結果 
 配布数 回収数 回収率 

①18歳未満及び保護者 173 77 44.5% 

②18歳以上 65歳未満 854 363 42.5% 

③65歳以上 1,202 702 58.4% 

④施設入所者 28 21 75.0% 

⑤団体等 22 10 45.5% 

計 2,279 1,173 51.5% 

（６）調査結果に関する注意点 
① グラフの百分率については、小数点以下第２位を四捨五入しているため、単数

回答において、総数と各選択肢の合計は必ずしも一致しません。 

② 回答者数（総数）を分母として百分率を計算しているため、複数回答の場合に
は、各選択肢の割合を合計すると 100%を超える場合があります。 

③ 回答結果を見やすくするため、選択肢の一部を省略・編集している場合があり
ます。 

④ 回収数には白票（無効票）が含まれるため、回答者数（総数）と異なる場合が
あります。 
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２．調査結果の概要 

（１）手帳の所持状況 

 手帳の所持状況は、調査対象ごとに大きく傾向が異なっており、18 歳未満と保護者

では「療育手帳」（61.8％）が最も多く、18歳以上 65歳未満では「身体障がい者手帳」

が 46.4％と最も多くなっています。65歳以上では「身体障がい者手帳」（91.4％）が、

施設入所者では「療育手帳」（90.5％）がそれぞれ 9割を超えています。「精神障がい者

保健福祉手帳」は、18歳以上 65歳未満で 35.1％と多くなっています。 

図表２－18 手帳の所持状況 

【18歳未満と保護者】 【18歳以上 65歳未満】 

 

【65歳以上】 【施設入所者】 

  

46.4

21.8

35.1

0.8

1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%
総数=362 （複数回答）

18.4

61.8

6.6

18.4

1.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

身体障がい者手帳

療育手帳

精神障がい者保健福祉手帳

手帳は持っていない

無回答

総数=76 （複数回答）

91.4

0.4

2.9

1.1

4.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

身体障がい者手帳

療育手帳

精神障がい者保健福祉手帳

手帳は持っていない

無回答

総数=701 （複数回答）

9.5

90.5

0.0

0.0

4.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%
総数=21 （複数回答）
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（３）世帯の主な収入 

 世帯の主な収入は、18歳未満と保護者では「家族の給料・工賃」（92.1％）が最も多

く 9割以上を占めています。18歳以上 65歳未満では「家族の給料・工賃」（35.6％）

が最も多く、「自身の給料・工賃」が世帯の主な収入となっている人は 20.2％となって

います。65歳以上では「自身の障がい年金などの公的年金・手当」（32.7％）、「家族の

公的年金・手当」（32.5％）が多くなっています。 

図表２－19 世帯の主な収入 

【18歳未満と保護者】 【18 歳以上 65 歳未満】 

 

【65歳以上】 

  

20.2

35.6

12.4

18.5

1.4

3.3

1.1

7.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%
総数=362

0.0

92.1

3.9

0.0

0.0

2.6

0.0

1.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自身の給料・工賃

家族の給料・工賃

自身の障がい年金などの公的年金・手当

家族の公的年金・手当

家族や親戚からの仕送り

生活保護

その他

無回答

総数=76

3.1

14.4

32.7

32.5

0.4

1.4

4.7

10.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自身の給料・工賃

家族の給料・工賃

自身の障がい年金などの公的年金・手当

家族の公的年金・手当

家族や親戚からの仕送り

生活保護

その他

無回答

総数=701
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（４）外出の頻度 

 去年１年間（2019年）の外出頻度は、どの年齢でも「1週間に 3～6日程度」（18歳

未満と保護者 38.2％，18歳以上 65歳未満 36.5％，65歳以上 31.4％）が最も多くな

っています。一方で、週に１～２日程度の人もおり、18歳未満と保護者で 15.8％、18

歳以上 65歳未満で 17.7％，65歳以上 24.5％となっています。週に 1日以下の人は、

18歳未満と保護者で 9.2％、18歳以上 65歳未満で 15.5％、65歳以上で 24.3％とな

っています。 

図表２－20 外出の頻度 

【18歳未満と保護者】 【18歳以上 65歳未満】 

 

【65歳以上】 

  

26.0

36.5

17.7

7.2

5.8

1.7

2.5

2.8

0% 10% 20% 30% 40%
総数=362

35.5

38.2

15.8

2.6

5.3

0.0

1.3

1.3

0% 10% 20% 30% 40%

毎日

１週間に３～６日程度

１週間に１～２日程度

２週間に１～２日程度

１ヶ月に１～２日程度

その他

外出していない

無回答

総数=76

11.1

31.4

24.5

5.4

12.0

3.3

6.8

5.4

0% 10% 20% 30% 40%

毎日

１週間に３～６日程度

１週間に１～２日程度

２週間に１～２日程度

１ヶ月に１～２日程度

その他

外出していない

無回答

総数=701
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（５）障がいの有無にかかわらず、住みよいまちをつくるために必要なこと 

 障がいの有無にかかわらず、住みよいまちをつくるために必要なことは、18 歳未満

と保護者では「障がいのある子どもに対する支援の充実」が 60.5％で最も多く、それ

以外の調査対象では「安全に安心して生活できる住環境の整備」（18歳以上 65歳未満

51.9％，65歳以上 62.8％，施設入所者 33.3％）が最も多くなっています。 

 上記以外で、複数の調査で３割を超えるものは、「障がいを理由とする差別の解消」

（18歳未満と保護者 38.2％，18歳以上 65歳未満 33.7％）、「障がい福祉サービスの

質の向上」（18歳未満と保護者 36.8％，施設入所者 33.3％）、「移動しやすい環境の整

備」（18歳以上 65歳未満 35.6％，65歳以上 49.2％）となっています。 

 

図表２－21 障がいの有無にかかわらず、住みよいまちをつくるために必要なこと 

【上位 10項目】 
【18歳未満と保護者】 

  

60.5
47.4

38.2
38.2

36.8
32.9

28.9
26.3

23.7
22.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

障がいのある子どもに対する支援の充実

安全に安心して生活できる住環境の整備

障がいを理由とする差別の解消

総合的な就労支援

障がい福祉サービスの質の向上

障がい福祉を支える人材の育成・確保

移動しやすい環境の整備

障がい特性に配慮した防災対策の推進

身近な地域で相談支援を受けられる体制の構築

高等教育における障がい学生の支援

総数=76 （複数回答）
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【18歳以上 65歳未満】 

 

【65歳以上】 

 

【施設入所者】 

  

  

62.8
49.2

36.9
35.1

25.0
19.5

18.3
16.8
16.3

15.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

安全に安心して生活できる住環境の整備

移動しやすい環境の整備

身近な地域で医療、リハビリを受けられる地域医療体制の充実

災害時の避難等に関する支援

身近な地域で相談支援を受けられる体制の構築

障がい福祉サービスの質の向上

防犯対策や消費者トラブルの防止

障がい特性に配慮した防災対策の推進

障がい福祉を支える人材の育成・確保

在宅サービス等の充実による地域生活への移行の支援

総数=701 （複数回答）

51.9
35.6

33.7
24.3

22.7
22.7

21.3
20.4
20.2
19.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

安全に安心して生活できる住環境の整備

移動しやすい環境の整備

障がいを理由とする差別の解消

障がい福祉サービスの質の向上

身近な地域で医療、リハビリを受けられる地域医療体制の充実

総合的な就労支援

身近な地域で相談支援を受けられる体制の構築

災害時の避難等に関する支援

障がい福祉を支える人材の育成・確保

障がい特性に配慮した防災対策の推進

総数=362 （複数回答）

33.3
33.3

28.6
28.6

23.8
19.0
19.0
19.0

14.3
14.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

安全に安心して生活できる住環境の整備

障がい福祉サービスの質の向上

障がい福祉を支える人材の育成・確保

身近な地域で医療、リハビリを受けられる地域医療体制の充実

災害時の避難等に関する支援

移動しやすい環境の整備

権利擁護の推進と虐待防止

障がいを理由とする差別の解消

本人の決定を尊重する意思決定支援の推進

身近な地域で相談支援を受けられる体制の構築

総数=21 （複数回答）
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４  ライフステージ別の課題と現状 

障がいのある人が抱える課題やニーズ、必要とする支援は、乳幼児期・学齢期・成人

期・高齢期の各ライフステージに応じて変化していきます。障がいのある人が、地域の

一員として安心して自分らしい暮らしをすることができるためには、障がいの特性とラ

イフステージに沿った支援が必要になります。各ライフステージの課題等を認識し、そ

れに応じた支援を実施するとともに、ライフステージが変化しても支援に切れ目が生じ

ないよう、必要とする保健・医療・福祉サービスとともに、教育・就労・生活環境等の

各サービスが、地域において適切に利用できるよう、総合的・体系的な仕組みづくりを

していく必要があります。 

 

１．乳幼児期の課題と現状 

乳幼児期は、身体が著しく発育するとともに、運動機能も著しく発達する時期です。

そのため自分の力で取り組むことのできることが多くなり、活動性は著しく高まります。

一方で障がいがある場合、同年齢の子どもと比較して言語発達が遅れたり、基本的生活

習慣に関する遅れや、始歩の遅れなど運動発達の遅れが見られたりすることから、保護

者が何らかの違和感を覚えるなど、子どもの成長発達に不安を抱く場合が多くなってい

ます。 

（１）保育、母子保健等と連携した「気づき」の段階からの障がい児支援 

障がいのある子どもの成長発達のためには、早期の気づきと早期からの支援が効果的

です。18 歳未満と保護者に対する調査では、障がいや心身の不調について最初に診断

を受けたのは、「生まれたとき」が 14.5％、「０～２歳」が 28.9％、「３～５歳」が 36.8％

となっており、出生時を除いた、乳幼児期に最初の診断を受けた人が 65.7％と過半数

を占めています。 
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図表２－22 最初に診断を受けた年齢（18歳未満と保護者に対する調査） 

資料：日高市障がい者実態調査「18歳未満と保護者に対する調査」（令和 2年３月） 

早期発見・早期療育の実現のため、乳幼児健診をはじめ、子育て総合支援センター、

保育所、幼稚園、認定こども園と密接な連携を図った上で、専門的な支援が必要な子ど

もを丁寧にフォローしていくことによって、保護者の「気づき」やそれ以降の具体的な

支援につなげることができる体制を構築していくことが必要になります。 

（２）療育と教育の連携による切れ目のない支援 

乳幼児期から学齢期への移行については、早期から始まった支援を就学期に円滑に引

き継ぎ、障がいのある子どもの精神的及び身体的な能力を、その最大限度まで発揮でき

るようにすることが重要になります。就学指導中心の「点」としての教育支援から、早

期からの支援や継続的な就学相談・指導を含めた「線」としての継続的な教育支援へ、

そして、家庭や関係機関と連携した「面」としての教育支援への移行が求められていま

す。 

 

  

14.5
28.9

36.8
7.9
7.9

1.3
1.3
1.3

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

生まれたとき

０～２歳

３～５歳

６～８歳

９～11歳
12～14歳
15歳以上

無回答

総数=76
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２．学齢期の課題と現状 

主に小学校から高等学校（高等部）までの障がい児を対象とした学齢期は、外部の世

界への関心や好奇心を高める時期です。この時期の子どもたちは、地域と学校等によっ

て、家庭以外の社会的関係が拡大し、家族以外の他者との関係が始まります。学齢期で

は、家庭以外での多くの時間を「学校等」で過ごすことになります。「学校等」は、年

齢に応じた教育を受ける場、友だちとふれあう場であり、知識の習得や大人になるため

の人間形成など、多くのことを育む場として重要な役割を担う場となっています。 

（１）教育と福祉の一層の連携等の推進 

18歳未満と保護者に対する調査では、家族や親族以外の困ったときの相談先は、「教

育機関（学校等）」が 56.6％と最も多くなっており、学校等が本人や保護者にとって最

も信頼できる相談窓口となっています。 

図表２－23 困ったときの相談先 

資料：日高市障がい者実態調査「18歳未満と保護者に対する調査」（令和 2年３月） 

多くの児童・生徒が障がい児通所支援事業所等を利用しているため、学校と障がい児

通所支援事業所等の障がい福祉サービスを提供する事業所等が連携を図り、子どもに必

要な支援情報が双方の現場で共有できる体制を充実させていく必要があります。 

 

 

 

56.6
32.9

23.7
19.7

18.4
14.5

3.9
2.6

1.3
15.8

3.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

教育機関（学校等）

医療機関

友人・知人

行政機関（福祉事務所、市役所等）

福祉サービスを提供している事業所や福祉施設

相談支援機関（障がい者相談支援事業所等）

障がい者団体・家族会等

社会福祉協議会

民生委員・児童委員

その他

無回答

総数=76 （複数回答）
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（２）就労支援等と連携した、学校卒業後を見据えた支援 

18歳未満と保護者に対する調査では、教育について困っていることは、「学校教育修

了後の進路に不安がある」が 53.9％と最も多くなっています。障がい児支援が適切に

行われるためには、卒業時における支援が円滑に移行されることが重要になります。 

図表２－24 教育に関する困りごと 

資料：日高市障がい者実態調査「18歳未満と保護者に対する調査」（令和 2年３月） 

卒業後の就労に当たっては、在学中から就労移行支援事業所等との連携が必要になり

ます。このため、在学中からのサービス等利用計画の作成に向けて、教育と福祉が一体

となって支援を行っていくことが大切です。さらに、就労後の職場定着の支援も重要で

あり、アフターフォローを行っている学校と障がい者就労支援センター等が連携を図る

ことが必要になります。  

53.9
25.0

23.7
17.1
17.1
17.1
17.1

6.6
1.3

17.1
14.5

2.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

学校教育修了後の進路に不安がある

教職員の指導の仕方が心配

療育や教育に関する情報が少ない

通学が大変である

今後の学校選択で迷っている

親などの介助者が必要

友だちとの関係づくりに悩んでいる

バリアフリーが十分でない

学校のカリキュラムが合わない

その他

特にない

無回答

総数=76 （複数回答）
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３．成人期の課題と現状 

18 歳から 64 歳までを対象とした成人期は、本人の希望や能力、適性を十分に生か

し、障がいの特性等に応じて活躍していく時期です。 

また、事故・疾病により障がい状態になる人や、社会に出てから障がいに気付く人も

多くなっています。18歳以上 65歳未満に対する調査では、18歳以降に最初に障がい

や心身の不調について診断を受けた割合は、知的障がいで 15.2％、身体障がいで

61.4％、精神障がいで 74.0％となっています。そういった人に対して、自立した生活

ができるよう、働く意欲と能力を持てるように支援していくことが重要になります。 

図表２－25 最初に診断を受けた年齢（18歳以上 65歳未満に対する調査） 

資料：日高市障がい者実態調査「18歳以上 65歳未満に対する調査」（令和 2年３月） 

（１）社会参加と就労への支援 

18歳以上 65歳未満に対する調査では、就労支援に必要なことで、知的障がい、身体

障がい、精神障がいで共に「事業主や職場の人の障がいに対する理解」が最も多いこと

から、事業主や市民に対する障がいに対する理解の促進をはじめ、短時間勤務といった

障がいの状態にあった勤務体制の実現等、障がい者が働く環境の整備を進めていくこと

が必要です。 

  

生まれ

たとき

6.6

11.9

7.6

0.8

０～

９歳

21.0

18.5

54.4

5.5

10～
17歳

10.2

4.8

13.9

17.3

18～
19歳

4.1

1.8

2.5

7.9

20～
29歳

16.6

10.1

5.1

29.1

30～
39歳

13.3

13.7

3.8

18.1

40～
49歳

12.4

16.1

1.3

12.6

50～
59歳

10.2

16.1

2.5

6.3

60歳
以上

1.7

3.6

0.0

0.0

無回答

3.9

3.6

8.9

2.4

全体(362)

身体障がい(168)

知的障がい( 79)

精神障がい(127)

単位:％
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図表２－26 就労支援に必要なこと（※全体上位４項目） 

資料：日高市障がい者実態調査「18歳以上 65歳未満に対する調査」（令和 2年３月） 
 

また、成人期では、本人や家族に変化が大きく多様な支援を必要とするにもかかわら

ず、学校等から離れた後に支援が途切れてしまい、支援が十分に図られていないといっ

たケースが見られます。重ねて、職場以外での地域の居場所づくりが難しく、就労がう

まくいかないと社会から孤立してしまいがちになるといった事態に陥りやすくなると

いったことも課題になっています。 

（２）「親亡き後※」を見据えた、地域生活支援 

本市の障がい者の多くは、家族と一緒に暮らしています。18 歳以上 65 歳未満に対

する調査では、「グループホーム」居住者は 4.7％、「ひとり暮らし（同居の家族はいな

い）」は 10.8％と１割程度となっています。 

※ 家族等の支援者の高齢化や死亡などにより、支援を受けることができない状況（支援機

能の喪失）になること。 

図表２－27 同居の家族 

資料：日高市障がい者実態調査「18歳以上 65歳未満に対する調査」（令和 2年３月）  

57.1 

48.2 

39.3 

33.9 

55.7 

53.2 

29.1 

31.6 

64.6 

52.8 

44.1 

26.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

事業主や職場の人の障がいに対する理解

障がいの特性に合わせた職業紹介や職業相談

短時間勤務等、障がいの状態にあった勤務体制

通勤手段の確保

身体障がい(168)
知的障がい( 79)
精神障がい(127)

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 

 （複数回答）

10.8 
33.7 

45.0 
31.5 

21.5 
18.2 

4.1 
3.9 
4.7 

1.9 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

ひとり暮らし（同居の家族はいない）
父
母

配偶者（夫または妻）
子ども（子の配偶者も含む）

兄弟姉妹
祖父母
その他

グループホームに居住している
無回答

総数=362 （複数回答）
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障がい者の多くは、様々な場面で何らかの支援を受けて生活を送っています。そして、

家族がその支援の担い手として、本人を支えていることが多くなっています。18 歳以

上 65歳未満に対する調査では、グループホーム居住者を除き、日常的に家族友人等か

らの支援を受けている人は 3 割を超えており、外出の支援が必要な人の７割以上が家

族による支援を受けています。このように、多くの障がい者の日常生活・社会生活は、

家族の支援によって成り立っているという状況があります。 

図表２－28 家族友人等からの支援（※グループホーム居住者を除く） 

資料：日高市障がい者実態調査「18歳以上 65歳未満に対する調査」（令和 2年３月） 

図表２－29 外出の支援が必要な人が利用している支援（※グループホーム居住者を除く） 

資料：日高市障がい者実態調査「18歳以上 65歳未満に対する調査」（令和 2年３月） 

しかしながら、これまで支援を担っていた家族が本人より先に亡くなったり、高齢化

や本人の障がいの重度化などといった理由により、支援ができなくなったりするという

ことが、現実的な問題となっています。 

  

毎日

26.6

19.3

45.3

32.8

１週間に３

～６日程度

2.0

3.0

1.6

1.6

１週間に１～

２日程度

3.8

2.4

3.1

5.6

その他

2.6

2.4

4.8

支援を受け

ていない

55.0

62.7

34.4

48.8

無回答

9.9

10.2

15.6

6.4

全体(342)

身体障がい(166)

知的障がい( 64)

精神障がい(125)

単位:％

77.9
17.4

12.2
4.7

9.9
4.1

0% 20% 40% 60% 80%

家族に付き添ってもらっている

福祉サービス（移動支援、同行援護等）を利用している

友人や知人、ボランティア等に付き添ってもらっている

福祉タクシー、福祉有償運送等を利用している

その他

無回答

総数=172 （複数回答）



36 

18 歳以上 65 歳未満に対する調査では、障がいの有無にかかわらず、住みよいまち

をつくるために必要なこととして、知的障がい、身体障がい、精神障がいで共に「安全

に安心して生活できる住環境の整備」と答えた人が最も多くなっています。 

図表２－30 障がいの有無にかかわらず、住みよいまちをつくるために必要なこと（※全体上位４項目） 

資料：日高市障がい者実態調査「18歳以上 65歳未満に対する調査」（令和 2年３月） 

家族の支援が受けられない状況になっても地域で安全に安心して生活が送れるよう、

緊急時の迅速・確実な相談支援の実施や短期入所等の活用により地域における生活の安

心感を担保するとともに、体験の機会の提供を通じて、家族が元気なうちにグループホ

ームや一人暮らし等へ生活の場の移行をしやすくする支援を提供する体制を整備する

など、障がい者の生活を地域全体で支える環境を構築する必要があります。  

56.0 

42.9 

27.4 

22.6 

54.4 

24.1 

32.9 

21.5 

43.3 

33.1 

40.9 

26.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

安全に安心して生活できる住環境の整備

移動しやすい環境の整備

障がいを理由とする差別の解消

障がい福祉サービスの質の向上

身体障がい(168)
知的障がい(79)
精神障がい(127)

(複数回答)
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４．高齢期の課題と現状 

高齢期は、障がいの有無にかかわらず加齢による心身の機能低下等の影響により、社

会生活自立度が次第に低下していく時期です。障がい者の老化については一般高齢者よ

りも早い傾向があり、様々な身体的な合併症や認知症になる人も見られ、多くの場合、

今まで身体的なケアや日常生活上の介助が必要ではなかった人も支援が必要になりま

す。 

（１）福祉サービスの総合的な提供体制の構築 

本市の障がい者のうち、65 歳以上の障がい者が約半数を占めており、身体障がいで

は７割以上が高齢障がい者となっています。また、65歳以上に対する調査では、65歳

以降に初めて障がいや心身の不調について診断を受けた人は 37.4％と 4割程度を占め

ており、高齢期になって初めて障がいの診断を受けた人も多くなっています。 

図表２－31 最初に診断を受けた年齢（65歳以上に対する調査） 

資料：日高市障がい者実態調査「65歳以上に対する調査」（令和 2年３月） 
 

  

1.3
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2.9
0.4
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50～59歳
60～64歳
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80歳以上

無回答

総数=701
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今後、障がい者も含め高齢化が更に進んでいくことが予想されており、福祉に携わる

人材に限りがある中で適切なサービス提供が確保できるよう障がい者福祉、高齢者福祉、

子育て支援、生活困窮等の支援を別々に提供する方法のほかに、複数分野の支援を総合

的に提供する方法を検討することが求められています。高齢期に新たに障がいを有した

人が、障がいの特性にあった支援を受けたり、心身機能が低下した障がい者が十分なケ

アが受けられる体制の確保が課題となっています。 

（２）制度の「縦割り」を超えた柔軟で必要な支援の確保 

障害者総合支援法では、65歳以上の障がい者は（第 2号被保険者も含む）、障がい福

祉サービスに相当する介護保険サービスがある場合は、介護保険サービスの利用が優先

されることが第 7条（介護保険優先原則）に規定されています。そのため、障がい者が

65 歳以上になると、今まで利用していた障がい福祉サービスから介護保険サービスへ

の切替えが生じます。 

その際、一律に介護保険サービスを優先させるのではなく、利用者本人の希望等を把

握した上で、障がい者の個々の状況に応じた支給決定が行われ、本人が不利益を受ける

ことのないよう、障がい福祉サービスと介護保険サービスが適切に提供される体制の構

築が重要となっています。 
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障がい者計画 
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１  基本理念 

 

「共に生き、しあわせを感じる社会を目指して」 
 

障害者基本法（昭和 45年５月 21日法律第 84号）においては、全ての国民が、障が

いの有無にかかわらず、等しく基本的人権を享有するかけがえのない個人として尊重さ

れるものであるとの理念にのっとり、全ての国民が、障がいの有無によって分け隔てら

れることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現を掲げていま

す。 

市では、障害者基本法に基づき、障がいのある人もない人も、お互いに、障がいの有

無にかかわらず、地域で「共に」生き、「共に」しあわせを感じることのできる社会を

目指し、第３期日高市障がい者計画（平成 24年３月策定）から掲げている「共に生き、

しあわせを感じる社会を目指して」を引き続き基本理念として、本計画を推進していき

ます。 
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２  基本目標 

基本理念に基づき、次の 4つの基本目標を設定し、取り組んでいきます。 

１ 障がいへの理解と差別の解消 

「障がい＝バリア」は、社会（モノ、環境、人的環境等）と心身機能の障がいがあい

まって作り出されているものです。これらの社会的障壁を取り除くため、差別を行わず、

多様な人々とのコミュニケーションをする力を磨き、行動をすることが「心のバリアフ

リー」の目指す共生社会に求められています。 

また、発達障がい者及び高次脳機能障がい者や、難病患者等の当事者に対しても、引

き続き必要な情報提供を行うことにより、障害者総合支援法に基づく給付の対象となっ

ていることの周知を図り、障がい福祉サービスの活用を促進していきます。 

 
２ 安心して暮らすことができる生活環境の実現 

誰もが役割を持って、地域、暮らし、生きがいをともに創り、高め合うことができる

地域共生社会の実現に向け、地域住民が主体的に地域づくりに取り組むための仕組み作

りや制度の縦割りを超えた柔軟なサービスの確保が求められています。 

地域でケアし、支え合う関係性を広げ、交流や参加の機会を生み出すコーディネート

機能及び住民同士が出会い参加することのできる場や居場所の確保の機能を備えた支

援を推進するため、地域支え合い体制の構築を進めます。 
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３ 障がい者（児）の生活を地域で支えるシステムの実現 

 学校からの卒業、就職、親元からの自立等の生活環境が変化する節目や障がい者の高

齢化・重度化や「親亡き後」を見据えて中長期的視点に立ち、障がい者が地域での暮ら

しを継続することができるよう、地域の社会資源を最大限に活用し、障がい者（児）の

生活を地域全体で支えるシステムの実現が求められています。 

障がい福祉サービス等の提供においては、障がい者（児）の自己決定を尊重し、その

意思決定の支援に配慮し、障がい種別によらない一元的な障がい福祉サービスの実施と

充実を図ります。また、将来にわたって安定的に障がい福祉サービス等を提供し、様々

な障がい福祉に関する事業を実施していくためにも障がい福祉人材の確保に取り組ん

でいきます。 

障がい児においては、その健やかな育成のため、障がいの疑いがある段階から継続的

に相談及び支援を行い、障がいの有無にかかわらず全ての児童が共に成長できるよう、

地域社会への参加や包容（インクルージョン）を推進します。あわせて、医療的ケア児

が保健、医療、障がい福祉、保育、教育等の支援を円滑に受けられるようにする等、包

括的な支援体制の整備に努めます。 

また、精神障がい者（児）が、地域の一員として安心して自分らしい暮らしが送れる

よう、地域を所管する保健所等と連携し、精神障がい等にも対応した地域包括ケアシス

テムの構築を推進します。 

 

４ 社会参加の促進と支援の充実 

障がい者（児）の地域における社会参加を促進するため、障がい者（児）の多様なニ

ーズを踏まえ、教育・就労・文化芸術活動・スポーツ活動等の支援を推進していく必要

があります。 

特に「障害者による文化芸術活動の推進に関する法律」や「視覚障害者等の読書環境

の整備の推進に関する法律」を踏まえ、障がい者（児）が文化芸術を享受鑑賞し、又は

創造や発表等の多様な活動に参加する機会の確保や読書等を通じて、障がい者（児）の

個性や能力の発揮及び社会参加の促進を図ります。  
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３  施策の体系 

基本理念  基本目標・基本施策 
   

共
に
生
き
︑
し
あ
わ
せ
を
感
じ
る
社
会
を
目
指
し
て 

基本目標１ 障がいへの理解と差別の解消 

(1) 啓発活動の実施 

(2) 差別解消の推進 

(3) 権利擁護の推進 
  

基本目標２ 
安心して暮らすことができる 
生活環境の実現 

(4) 生活する場の確保 

(5) バリアフリーの推進 

(6) 情報アクセシビリティの向上 

(7) 防災・防犯体制の充実 
  

基本目標３ 
障がい者（児）の生活を 
地域で支えるシステムの実現 

(8) 福祉サービスの充実 

(9) 障がい児に対する支援の充実 

(10) 保健・医療サービスの充実 

(11) 相談体制の充実と地域生活に向けた支援 
  

基本目標４ 社会参加の促進と支援の充実 

(12) 就学への支援 

(13) 雇用・就業、経済的自立の支援 

(14) 社会活動・余暇活動参加の促進 
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基本目標１  障がいへの理解と差別の解消 

(1) 啓発活動の実施 

障がいには様々な種類があり、同じ障がいでもその人ごとに症状や程度が違っていま

す。また、見た目からは障がいがあることに気づきにくい障がいがある人もいます。 

障がいへの理解や関心を深めていくとともに地域で暮らす人々が思いやりのある行

動ができるよう、継続的に広報や啓発活動を推進していくことが重要です。また、交流

機会の確保や創出も大切です。 

 

【主な施策】 

■ 広報誌やホームページ等での啓発・広報活動  

担 当 障がい福祉課・社会福祉協議会 

内 容 
市ホームページや「広報ひだか」、社協だより「ひだまり」等に障がいに関す

る啓発記事等を掲載します。 
 

■ 障がい者週間・発達障がい者啓発週間における啓発・広報活動  

担 当 障がい福祉課・社会福祉協議会 

内 容 

毎年 12 月３～９日の「障がい者週間」や 4 月２～8 日の「発達障がい者啓

発週間」に合わせて、県や障がい者団体等と連携を図りながら、啓発の取組

を推進します。 
 

 

■ 障がい者による啓発の支援 

担 当 学校教育課・社会福祉協議会 

内 容 

学校における福祉教育プログラムへ、学習支援者として参加協力を推進する

等、障がい者が自ら企画、参加し、啓発を推進するプログラムの実施を支援

します。 
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■ 精神保健に関する知識の普及・啓発 

担 当 保健相談センター 

内 容 

精神障がいに対する誤解や偏見を是正し、社会参加に対する市民の関心と理

解を深めるため、講演会や広報紙等で正しい知識の普及を図ります。市民が

こころの健康づくりに関心を持ち、精神疾患の初期症状や前兆に対処できる

よう、精神的な健康の保持増進ができるよう知識の普及・啓発を進めます。 
 

■ 地域における交流機会の拡大 

担 当 障がい福祉課・社会福祉協議会 

内 容 
「市民まつり」や「あいあいまつり」、「福祉スポーツ大会」等の機会を活用

し、障がい者（児）と地域住民の交流の機会の拡充を図ります。 
 

■ 地域と施設の交流活動事業の促進 

担 当 障がい福祉課 

内 容 
障がい者（児）に対する地域の理解を図るため、障がい者福祉施設利用者と

地域住民との日常的な交流機会を増やす取組を促進していきます。 
 

■ ボランティア活動の推進 

担 当 総務課・社会福祉協議会 

内 容 

地域住民のボランティア活動に対する理解を深め、その活動を支援するため、

ボランティアセンターの強化を図り、傾聴ボランティア等の障がい者（児）

の生活支援に関わるボランティアの育成支援を進めます。また、企業等の社

会貢献活動に対する理解と協力を促進します。 
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(２) 差別解消の推進 

障がい者（児）に対して、正当な理由なく、障がいを理由として差別（障がいのない

人には付けない条件を付けることなど）することは禁止されています。また、社会の中

にあるバリアを取り除くために、負担が重すぎない範囲で対応することが求められてい

ます。事業者や市民の幅広い理解の下、障害者差別解消法の一層の浸透に向けた広報や

啓発活動を推進していくことが重要です。 

 

【主な施策】 

■ 市民への周知 

担 当 障がい福祉課 

内 容 
障害者差別解消法の意義や趣旨、求められる取組等について幅広い市民の理

解を深めるため、障がい者団体等と連携して、普及・啓発を図ります。 
 

■ 事業所等への周知  

担 当 障がい福祉課 

内 容 

障がいを理由とする不当な差別的取扱いの禁止や、障がい者に対する必要か

つ合理的な配慮（合理的配慮）の提供を徹底するなど、事業者が適切に対応

できるよう普及・啓発に努めます。 
 

■ 差別解消のための相談体制の整備 

担 当 障がい福祉課 

内 容 

障がい者（児）に対する差別を防止し、その被害からの救済を図るため、障

がい者地域総合支援協議会に差別解消に関する事例を提供し、対策について

検討を行います。 
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(３) 権利擁護の推進 

虐待は人の尊厳を傷つけるものです。障がい者（児）への虐待を防ぐためにも、市と

地域、専門機関等が連携し、迅速な対応ができる体制を構築する必要があります。また、

成年後見制度をはじめ、権利擁護の仕組みを充実させ、障がい者（児）が地域の一員と

して自分らしく暮らせるよう支援体制を整備していくことが重要です。 

 

【主な施策】 

■障がい者虐待防止の強化 

担 当 障がい福祉課 

内 容 

障がい福祉課内に日高市障がい者虐待防止センターを設置し、関係機関との

ネットワークを強化し、虐待事例の未然防止、虐待が発生した場合の迅速か

つ適切な対応、再発防止等に取り組みます。また、一時保護に必要な居室を

確保し、虐待を受けた方の保護及び自立支援を図ります。 
 

■ 権利擁護事業の活用促進 

担 当 長寿いきがい課・障がい福祉課 

内 容 

判断能力が不十分な人の権利を擁護するため、経済的な理由などで成年後見

制度を利用できない方を対象とした「日高市成年後見制度利用支援事業」の

普及と利用支援に取り組みます。また、申立てを行う親族がいない等の理由

により成年後見制度を利用することができない人を対象に、日高市成年後見

制度の市長申立てを行います。 
 

■ 法人後見や市民後見人の養成 

担 当 長寿いきがい課・障がい福祉課・社会福祉協議会 

内 容 
日高市社会福祉協議会による法人後見の実施に関する検討を進めるとともに、

市民後見人の養成について、日高市社会福祉協議会と連携し研究を進めます。 
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「成年後見制度利用促進基本計画」について 

本市では、成年後見制度利用促進基本計画を関係する福祉関連計画と一体的に策定

するものとし、各計画の成年後見制度に関する該当部分が成年後見制度利用促進基本

計画を兼ねるものとしています。 

地域連携ネットワークの構築及び中核機関の設置検討 

知的障がいやその他の精神上の障がいがあることにより、財産の管理や日常生活等

に支障がある人を社会全体で支え合うことが地域共生社会の実現のためには必要不

可欠であり、成年後見制度はこのような人を支える重要な手段です。必要な人が、成

年後見制度を本人らしい生活を守るための制度として利用できるよう権利擁護支援

の地域連携ネットワークの構築を進めます。 

また、地域連携ネットワークの中核としてコーディネートを行う中核機関の設置に

ついて、検討を進めます。 

■ 権利擁護支援の地域連携ネットワークのイメージ（障がい者） 

  

≪地域連携ネットワークの役割≫ 
 権利擁護支援の必要な人の発見・支援 
 早期の段階からの相談・対応体制の整備 
 意思決定支援・身上保護を重視した成年後見制度
の運用に資する支援体制の構築 

≪地域連携ネットワークの機能≫ 
・広報機能、相談機能、利用促進機能、
後見人支援機能、不正防止効果 

※チーム：本人に身近な親族、福祉・医療・地域等の関係者と後見人がチームとなって日常的に
本人を見守り、本人の意思や状況を継続的に把握し必要な対応を行う体制 

協 議 会 

本人 
（障がい者） 

後見人等 

日高市 

相談支援 
専門員 

家族・親族 
医療機関 

障がい福祉 
サービス事業者 

家庭裁判所 

社会福祉協議会 

金融機関 

医療・ 
福祉関係団体 

民間団体・NPO等 

自治会 

民生委員・児童委員 

弁護士会・司法書士会・
社会福祉法人 

チーム 

中核機関 

委託又は 
直営 
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基本目標２  安心して暮らすことができる生活環境の実現 

(４) 生活する場の確保 

障がい者が自ら選択した地域で生活することができるよう、住宅のバリアフリー化へ

の支援やグループホームの整備の促進、民間賃貸住宅等へ円滑に入居を促進するなど、

障がい者が地域で生活する場を確保することが重要です。 

 

【主な施策】 

■ 住宅のバリアフリー改修等の促進 

担 当 障がい福祉課 

内 容 

住宅のバリアフリー化を広く普及するとともに、重度身体障がい者の日常生

活の利便性の向上を図るため、重度身体障がい者居宅改善整備費の補助制度

等の周知に努めます。 
 

■ グループホームの整備の促進 

担 当 障がい福祉課 

内 容 
地域での整備状況を踏まえながら、事業者によるグループホームの整備を促

進します。 
 

■ 民間賃貸住宅への入居支援 

担 当 都市計画課 

内 容 
障がい者の入居を拒まない賃貸住宅を増やしていくため、住宅確保要配慮者

向け賃貸住宅（セーフティネット住宅）の登録を促進します。 
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(５) バリアフリーの推進 

障がいのある人もない人も、誰もが様々な交流やふれあいの中で生きがいを持って生

活することができる地域社会の実現には、自分の意思で自由に移動でき、社会活動に参

加することができる福祉のまちづくりを進めることが必要です。障がい者（児）が地域

で安全で快適に移動や施設利用を行えるよう、公共交通機関、建築物、公共施設のバリ

アフリー化を推進することが重要です。 

 

【主な施策】 

■ 道路環境の整備 

担 当 建設課 

内 容 
障がい者（児）をはじめ、高齢者、子ども等、誰にでも安心して安全に利用

しやすい歩行空間を確保するため、道路環境の改善を積極的に行います。 
 

■ 公共建築物におけるバリアフリーの推進 

担 当 財政課 

内 容 
公共施設長寿命化計画や公共施設再編計画に基づき、公共建築物の大規模修

繕や長寿命化改修時に合わせて、バリアフリー化を進めていきます。 
 

■ 障がい者用駐車場の環境整備 

担 当 障がい福祉課 

内 容 
公共施設に障がいのある人が優先して駐車できる場所を整備するとともに、

利用者等に分かりやすく判別できるよう、青色塗装を行います。 
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■ 誰もが使いやすい公共交通機関の整備 

担 当 市街地整備課・危機管理課 

内 容 

高麗川駅東口周辺の整備にあわせ、高麗川駅駅舎の橋上化・自由通路の整備・

東口の開設とバリアフリー化を促進します。 

市内バス路線を確保するため、バス事業者と連絡調整を図ります。また、公

共交通が不足している地域や移動困難者のための交通手段として、デマンド

交通を検討します。 
 

■ 公園施設の整備 

担 当 市街地整備課 

内 容 
障がい者（児）や高齢者が安心して利用しやすい公園を確保するため、都市

公園の新設や改修等におけるバリアフリー化を推進します。 
 

■ 地域福祉推進組織の整備 

担 当 生活福祉課・社会福祉協議会 

内 容 

地域支え合い体制として、地域住民が主体的に地域課題を把握し、地域生活

課題に関する相談を包括的に受け止める「地域福祉推進組織」の設置を進め

ます。 
 

  



53 

(６) 情報アクセシビリティ※の向上 

障がい者（児）が必要な情報に円滑にアクセスすることができるよう、手話通訳者など

意思疎通の支援を担う人材の育成を行うなど、障がいの特性等を踏まえた多様な情報提供

を行うことが必要です。特に行政情報の提供等に当たっては、音声版の作成や誰もが分か

りやすい表現に努めるなど、情報アクセシビリティの向上を推進することが重要です。 

※ 障がいの有無にかかわらず、必要とする情報に簡単にたどりつけ、利用できること。 

【主な施策】 

■ 手話奉仕員の養成及び手話通訳者の派遣 

担 当 障がい福祉課・社会福祉協議会 

内 容 

手話は言語であるという認識の下、手話奉仕員養成講習会を開催し、手話奉

仕員を養成するとともに、制度の周知及び利用促進を図ります。また、市が

主催する講演会等において、聴覚障がい者（児）が出席する場合は手話通訳

者の配置に努めます。 
 

■ 広報誌や市ホームページのバリアフリー化の推進 

担 当 市政情報課・障がい福祉課・社会福祉協議会 

内 容 

日高もくせいの会等と連携して、広報ひだか、議会だより、社協だより「ひ

だまり」を吹き込む、声の広報の作成とその活用を支援するとともに、ウェ

ブアクセシビリティに対応した市のホームページを運営することにより、行

政情報のバリアフリーの推進を図ります。 
 

■ 障がい者（児）に配慮した情報提供 

担 当 市政情報課・障がい福祉課 

内 容 

市の作成する各種計画書やお知らせについて、誰もが分かりやすい表現に努

めるとともに、状況に合わせて、日高点字の会等と連携した情報の点字版の

提供や、音声コードの添付、漢字のルビふり、ユニバーサルデザインフォン

トの使用やカラーユニバーサルデザインに配慮する等、障がい者（児）に配

慮した情報提供に努めます。 
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(７) 防災・防犯体制の充実 

障がい者（児）が地域社会で、安全に安心して生活が送れるよう、災害に強い地域づ

くりが求められています。いざ災害が発生した時には、障がい者（児）に対する適切な

情報伝達や避難支援が行えるよう、平時より地域や警察や消防などの防災関係機関との

連携体制を構築していくことが重要です。 

 

【主な施策】 

■ 避難行動要支援者支援制度の推進 

担 当 危機管理課・障がい福祉課・長寿いきがい課 

内 容 

避難行動要支援者名簿を整備し、災害時に地域全体で被害を最小限に抑える

ための体制整備を進めます。また、自分の連絡先やどんな支援が必要なのか

を平常時からカードに書き込んで携帯する、ヘルプカードを作成します。 
 

■ 災害発生時の避難誘導体制の推進 

担 当 市政情報課・障がい福祉課・社会福祉協議会 

内 容 

市が主催する安否確認訓練の実施に際し、避難行動要支援者名簿を活用する

など、市民の大規模災害時の安否確認体制の確立を図ります。また、災害時

に開設する避難所（福祉避難所を含む）の運営マニュアルなどを作成し、災

害の発生に備える体制を築きます。 
 

■ 地域の防災活動への支援 

担 当 危機管理課 

内 容 

自主防災組織の中心的な役割を担うリーダーの養成講座の実施、自主防災組

織の活動に係る補助金の交付等により自主防災組織の活動支援を行うことに

より、災害に強い地域づくりを推進します。 
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■ 福祉避難所の設置及び充実 

担 当 危機管理課 

内 容 

高齢者や障がい者（児）等で一般の避難所では生活することが困難な要配慮

者が、災害時に避難をする福祉避難所を設置するための指定をするとともに、

市と指定施設による課題解決に向けた福祉避難所開設訓練を実施します。 
 

■ 緊急通報システム利用の支援 

担 当 障がい福祉課 

内 容 
重度心身障がい者のみの世帯の、緊急通報システム利用について支援を行い、

日常生活の安全確保を図ります。 
 

■ 救急医療情報キットの普及 

担 当 長寿生きがい課 

内 容 
救急医療情報キット（氏名、緊急連絡先、かかりつけ医、病名など、居住者

の個人情報を記載したもの）の普及を進めます。 
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 基本目標３  障がい者（児）の生活を地域で支えるシステムの実現 

(８) 福祉サービスの充実 

障がい者（児）が、地域で日常生活や社会生活を送ることができるよう、障がい福祉

サービスの量的・質的な充実が求められています。あわせて、より質の高いサービスを

提供するために、県や関係機関、地域の障がい福祉サービス事業所等と連携し、必要な

人材を育成していくことも重要です。 

 

【主な施策】 

■ 障がい福祉サービスの質の向上等 

担 当 障がい福祉課 

内 容 

障がい福祉サービス等を提供する事業者に対する適切な苦情解決の推進、事

業者に対する第三者評価の適切な実施及び評価結果の公表の促進等に努めま

す。 
 

■ 障がい福祉を支える人材の育成・確保 

担 当 障がい福祉課 

内 容 

県や民間事業者や関係機関等と連携し、障がいの特性に応じた対応や、より

専門的技術や知識を得られるよう、サービス従事者等に対する研修等の支援

を行います。また、障がい福祉分野に関わる人材確保・職場定着を図るため

の取組について検討します。 

※ 個々の障がい福祉サービス等については、「第４章 障がい福祉計画・障がい児福祉

計画」 参照  
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(９) 障がい児への支援の充実 

障がい児が身近な地域で安心して生活を送るためには、身近な場所で発達段階に応じ

た切れ目のない支援を受けることのできる体制が必要です。また、発達障がいについて

は、家族が適切な子育てを行えるよう、支援体制を充実させていくことが重要です。 

 

【主な施策】 

■ 乳幼児期から一貫した相談体制の構築 

担 当 保健相談センター・子育て応援課・学校教育課・障がい福祉課 

内 容 
障がい者相談支援センター、子育て総合支援センター及び保健相談センターが

連携し、それぞれが行う相談支援事業を通じ、障がいの早期発見に努めます。 
 

■ 心身障がい児保育の充実 

担 当 子育て応援課 

内 容 

保育士の確保や資質の向上など、保育所における障がい児受入れ体制の整備

を推進するとともに、障がい児の受入れを積極的に進めます。また、障がい

のない児童とのふれあいの中で統合保育を行い、障がいのある児童と障がい

のない児童の相互の理解や思いやりの心を育てるとともに、心身障がい児の

健やかな成長・発達の促進に努めます。 
 

■ 成長を共に見守る場の充実 

担 当 子育て応援課・保健相談センター 

内 容 

心身の発達がやや緩やかな就学前の児童に対し、保護者とともに通室し、遊

びや小集団での活動の場を確保し、個々の発達に応じた指導などを充実し、

児童の心身の発達に対する支援と福祉の増進に努めます。 
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■ 発達障がい児の家族支援の充実 

担 当 障がい福祉課・保健相談センター・子育て応援課 

内 容 

ペアレントトレーニング、ペアレントプログラム等の家族支援や、同じ悩み

を持つ本人同士やその家族に対するピアサポート等の支援を充実させ、家族

だけでなく本人の生活の質の向上を図ります。 

※ 個々の障がい児通所支援等については、「第４章 障がい福祉計画・障がい児福祉計画」

参照  
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(10) 保健・医療サービスの充実 

障がい者（児）が身近な地域で必要な医療やリハビリテーションの支援を受けて、地

域の一員として安心した暮らしを実現するために、飯能地区医師会等と連携して地域医

療体制等の充実を図ることが求められています。 

また、疾病等の早期発見、治療及び早期療養を図るためにも、健康診査や健康診断、

保健指導等を充実していくことも重要です。 

 

【主な施策】 

■ 健康診査・健康教育・健康相談の充実 

担 当 保健相談センター 

内 容 

健康診査や骨粗しょう症検診、各種がん検診などを行い、疾病の早期発見・

早期治療による障がいの発生予防及び軽減を図ります。健康相談や生活習慣

予防相談を行うとともに、栄養や運動などをテーマにした健康教育の充実や

市民が楽しみながら取り組む健康づくりの支援を図ります。 
 

■ 乳幼児健康診査の充実 

担 当 保健相談センター 

内 容 

４か月児健康診査・１歳６か月児健康診査・３歳児健康診査・10か月児保育

相談の内容を充実し、身体発育や精神運動発達の遅れのある乳幼児を早期発

見し、適切な治療･療育を受けることができるように努めます。また、乳幼児

健康診査の機会を捉え、医師・理学療法士・言語聴覚士による診察・相談・

指導等を行い、発育・発達の促進及び障がいの軽減を図ります。 
 

■ 医療機関との連携 

担 当 保健相談センター 

内 容 

障がいの軽減、あるいは障がいに起因する第二次的障がいを予防するため、

保健・医療・福祉の各分野が連携し、相談、治療の一貫した体制の整備に努

めます。 
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■ 重度心身障がい者医療費助成制度の安定的・継続的な実施 

担 当 保険年金課 

内 容 
受給対象者が増加している助成金を支給し、重度心身障がい者の健康管理、

福祉の増進を図ります。 
 

■ 自殺対策の推進 

担 当 保健相談センター 

内 容 

自殺対策に関する計画を策定し、計画に基づき、関係機関とのネットワーク

の強化、自殺対策を支える人材の育成、相談支援体制の整備、自殺に関わる

知識の普及啓発等を行います。 
 

■ 依存症対策の推進 

担 当 生活福祉課・保健相談センター 

内 容 

アルコール、薬物及びギャンブル等をはじめとする依存症対策について、依

存症に対する誤解及び偏見を解消するための幅広い普及啓発、相談機関及び

医療機関の周知や整備を行います。地域において様々な関係機関が密接に連

携して依存症である者等及びその家族に対する支援を行います。 
 

  



61 

(11) 相談支援体制の充実と地域生活に向けた支援 

障がい者（児）が必要なときに適切な支援を受け、地域で安心して暮らすことができる

よう、総合的な支援体制を整備することが求められています。障がい福祉に限らず、福祉

に関する幅広い課題に対応できるよう、相談支援体制の充実を図り、高齢や生活困窮など

の各分野の相談支援機関との連携協力や情報共有を進め、包括的な相談支援と課題解決力

の向上、さらには長期的視点から見た「伴走型支援」の充実を進めることが重要です。 

 

【主な施策】 

■ 社会復帰対策の促進 

担 当 保健相談センター 

内 容 

回復途上にある精神障がい者を対象に、ソーシャルクラブ(社会復帰支援事

業)を定期的に開催し、社会復帰のための訓練を行い、社会的自立の促進を図

ります。在宅の精神障がい者をはじめ、障がい者の生活支援・相談などを行

う NPO等と連携し、社会復帰の促進に努めます。 
 

■ 相談支援体制の充実 

担 当 障がい福祉課 

内 容 

総合福祉センター高麗の郷に「日高市障がい者相談支援センター」を設置す

るとともに、障がい福祉課に社会福祉士や精神保健福祉士を配置して一時的

な専門相談に対応します。また、地域における相談支援の中核的な役割を担

うことを目的に、障がい者基幹相談支援センター設置し、運営します。 
 

■ 精神保健医療に関する相談支援体制の整備 

担 当 保健相談センター 

内 容 

精神科医師による、本人や家族、関係者に対する精神保健相談日を開設し、

早期相談・支援体制の強化を図ります。精神保健福祉士や保健師が面接・訪

問・電話による相談・支援を随時行うとともに、保健所や医療機関、地域関

係者等との連携を図ります。 
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 基本目標４  社会参加の促進と支援の充実 

(12) 就学への支援 

障がいに応じた教育を受けられるよう、特別支援学校、特別支援学級、通級による指導

も含め、全ての学校における特別支援教育の充実が求められています。また、障がいのあ

る子どもとない子どもが共に学び合う機会の創出のため、支援籍学習等も重要です。 

 

【主な施策】 

■ 個別支援を必要とする児童・生徒への教育内容の充実 

担 当 学校教育課 

内 容 

特別支援学級在籍児童・生徒のための個別の支援計画を作成するとともに、

通常学級在籍で個別支援を必要とする児童・生徒に対しても作成し、継続し

た個別支援を進めます。 
 

■ 特別支援学級の整備充実 

担 当 学校教育課 

内 容 

障がいに応じた教育、一人一人の教育的ニーズに応じた教育が推進されるよ

う、学校職員の研修を充実し、また、教材や学校の教育環境の整備・充実を

図ります。 
 

■ 通常の学級在籍児童・生徒への支援の充実 

担 当 学校教育課 

内 容 
通常学級に在籍する障がいのある児童・生徒を支援するため、通級による指導

の充実、特別支援学級支援員の配置、学校施設・設備の充実などに努めます。 
 

■ 指導教員の専門性の充実 

担 当 学校教育課 

内 容 
障がいのある児童・生徒に対する適切な指導と必要な支援を行うため、学校

職員の研修機会の充実を図ります。 
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■ 放課後児童健全育成の充実 

担 当 子育て応援課 

内 容 

学童保育室における障がい児については、保護者の理解と協力を求めながら、

柔軟な受入れに努めます。また、障がい児の心身の健全育成が図れるよう、

受入れ児童数に応じた放課後児童支援員（または補助員）の適正配置に努め

ます。 
 

■ 特別支援学校との交流 

担 当 学校教育課 

内 容 
通常学級支援籍を推進し、特別支援学校に在籍している児童・生徒が、居住

している地域の学校と交流を深めることができるように支援します。 
 

■ 心身障がい児通学奨励費補助の充実 

担 当 障がい福祉課 

内 容 

特別支援学校に通学している 18 歳未満の子どものいる世帯の経済的負担軽

減を図るため、心身障がい児通学奨励費補助制度の周知を図り、適切な給付

が確保されるよう努めます。 
 

■ 学習情報の提供 

担 当 生涯学習課 

内 容 

障がい者の学習活動を支援するため、情報提供の方法を検討し、学習内容、

施設、資料、講師情報、団体・サークル、資格取得などの情報を、必要に応じ

ていつでも学習者に提供できるよう努めます。 
 

■ 学習支援体制の整備・充実 

担 当 生涯学習課 

内 容 

生涯学習まちづくり出前講座を推進し、市民が生涯学習活動で得た知識や技

能を講師として登録し、地域社会へ還元します。また、障がいのある人でも

講座や講演会に参加できるよう、手話通訳の配置やバリアフリー対応の施設

の活用を進めます。 
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(13) 雇用・就業、経済的自立の支援 

働く意欲のある障がい者がその適性に応じて能力を十分に発揮するためには、多様な

就業の機会の確保と就業支援の担い手の育成が必要です。事業所に対して、障がい者雇

用に関するノウハウや各種助成金制度に関する情報提供等に努めるとともに、障がい者

雇用への理解と協力を図っていくことが重要です。 

 

【主な施策】 

■ 事業主、社会一般の理解と協力の促進 

担 当 産業振興課・障がい福祉課 

内 容 

公共職業安定所や関係機関と連携を図り、事業所に対し障がい者雇用率制度、

障がい者雇用に関する各種助成制度等の普及を推進するとともに、障がい者

雇用の理解と協力を促進します。 
 

■ 適職の開発促進 

担 当 産業振興課・障がい福祉課 

内 容 

公共職業安定所や関係機関等と連携を図り、障がい者を雇用する際の職場環

境整備の助成制度の普及に努め、障がい者がその適性と能力に応じて働ける

職場環境づくりを推進します。 
 

■ 市職員の採用 

担 当 総務課 

内 容 
引き続き、障がい者雇用率制度の基準を達成できるよう、計画的な採用を推

進します。 
 

■ 授産製品の販路拡大 

担 当 障がい福祉課 

内 容 
就労継続支援事業所等で生産された製品の紹介、PRへの協力など活動を支援

するとともに、製品の販売拠点の運営等を支援します。 
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■ 行政機関による調達等の推進 

担 当 障がい福祉課・全課 

内 容 
障害者優先調達推進法に基づき、障がい者施設等への発注機会拡大に取り組

みます。 
 

■ 障がい者就労支援センターの活用促進 

担 当 障がい福祉課 

内 容 
障がい者就労支援センターと就労支援サービス事業所等の連携を強化すると

ともに、利用者を増やすことで、障がい者の就労を支援します。 
 

■ 生活安定のための経済的支援 

担 当 障がい福祉課 

内 容 
障がい基礎年金や在宅重度心身障がい者手当、特別障がい者手当などについ

て、適切に申請がなされるよう制度の周知に努めます。 
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(14) 社会活動・余暇活動参加の促進 

障がい者が社会活動や余暇活動に参加することは、障がい者（児）の生活を豊かにす

るとともに、市民の障がいへの理解と認識を深めるための重要な機会でもあります。障

がい者（児）の個性と能力の発揮及び社会参加の促進を図るため、文化芸術活動、余暇・

レクリエーション活動の充実に向けた社会環境を整備することが重要です。 

 

【主な施策】 

■ 福祉スポーツ大会の開催及び障がい者スポーツ大会への参加の支援 

担 当 障がい福祉課・社会福祉協議会 

内 容 

障がい者スポーツへの関心を高めるように努めるとともに、福祉スポーツ大

会の内容の充実やボランティア等のスタッフの拡充を進めます。障がい者ス

ポーツ競技の紹介を行うなどで、充実を図ります。また、県と連携し、「彩の

国ふれあいピック」への参加を支援します。 
 

■ 障がいの有無にかかわらず楽しむことができるスポーツの普及 

担 当 社会福祉協議会 

内 容 

障がいの有無にかかわらず楽しむことができるスポーツの普及を図るため、

各種用具の貸出のほか、日高市障がい者スポーツを進める会（HSS）による

体験指導を実施します。 
 

■ 作品展等の開催の支援 

担 当 生涯学習課・障がい福祉課・社会福祉協議会 

内 容 

障がい者（児）が製作した芸術作品等を発表できる機会を設けるため、公共

施設での展示の支援や、各種イベントにおける展示ブースの設置等を支援し

ます。 
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■ 視覚障がい者が利用しやすい図書館サービスの充実 

担 当 図書館 

内 容 

大活字本や点字図書の拡充をはじめ、録音図書（朗読ＣＤ等）の製作を行い

録音図書の充実を図ります。また、対面朗読や拡大読書器専用席を設けて読

書にハンディキャップのある方に読書のサポートをします。点字図書や録音

図書などの貸出の際に、日本郵便の盲人用郵便物制度を活用します。 
 

■ 「布の絵本」事業の推進 

担 当 図書館 

内 容 

ふれて楽しむこともできる「布の絵本」の制作・閲覧・貸出を通じて、年齢

や障がいの有無にかかわらず、全ての利用者に開かれた図書館サービスとし

て推進を図ります。 
 

■ 移動の支援 

担 当 危機管理課・障がい福祉課・社会福祉協議会 

内 容 

ボランティアの協力により、当事者団体や家族会等の活動における送迎支援

を実施します。また、自力での移動が困難な高齢者等に対する路線バス又は

タクシー運賃の一部補助、重度心身障がい者に対する福祉タクシーの利用料

金、若しくは自家用自動車の燃料費に要する経費を補助することにより、社

会生活圏の拡大と経済的負担の軽減を図ります。 
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【障がい福祉サービス等及び障がい児通所支援等の全体像】 

  

障がい者 
障がい児 

介護給付 

・居宅介護 
・同行援護 
・療養介護 
・短期入所 
・重度障がい者等包括支援 

・重度訪問介護 
・行動援護 
・生活介護 
・施設入所支援 

訓練等給付 

・自立訓練（機能訓練・生活訓練） 
・就労移行支援 
・就労継続支援（A型・B型） 
・就労定着支援 
・自立生活援助     ・共同生活援助 

相談支援 

・計画相談支援 
・障がい児相談支援 
・地域移行支援 ・地域定着支援 

自立支援医療 

・更生医療 

・育成医療 

補装具 

地域生活支援事業 

障がい児通所支援 
・児童発達支援 
・居宅訪問型児童発達支援 
・放課後等デイサービス 

・理解促進研修・啓発 
・成年後見制度利用支援 
・成年後見制度法人後見支援 
・手話奉仕員養成研修 
・日常生活用具給付等 
・地域活動支援センター機能強化 

・訪問入浴サービス     ・日中一時支援 
・自動車運転免許取得・改造助成 
・更生訓練費給付              等 

地域生活支援事業 

・専門性の高い支援 
・広域的な支援 
・人材育成   等 

自立支援医療 

・精神通院医療 

障がい児入所支援 

・自発的活動支援 
・相談支援 
・意思疎通支援 
・移動支援 

【必須事業】 

【任意事業】 

自
立
支
援
給
付 

・医療型児童発達支援 
・保育所等訪問支援 

埼玉県 

日高市 
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 １  障がい福祉計画・障がい児福祉計画について 

本章の障がい福祉計画・障がい児福祉計画は、前章の障がい者計画の理念と内容に沿

って、本市の障がい福祉サービス等と障がい児通所支援等の量の見込みとその確保策に

ついて定めるものです。 

障がい福祉計画・障がい児福祉計画は、国の基本的な指針（障がい福祉サービス等及

び障がい児通所支援等の円滑な実施を確保するための基本的な指針）及び県の考え方を

踏まえて策定しています。 

 

１．障がい福祉計画・障がい児福祉計画で定めなければならない事項 

（１）障がい福祉計画 

1. 障がい福祉サービス、相談支援及び地域生活支援事業の提供体制の確保に係る目

標に関する事項 

2. 各年度における指定障がい福祉サービス、指定地域相談支援又は指定計画相談支

援の種類ごとの必要な量の見込み 

3. 地域生活支援事業の種類ごとの実施に関する事項 等 

（２）障がい児福祉計画 

1. 障がい児通所支援及び障がい児相談支援の提供体制の確保に係る目標に関する

事項 

2. 各年度における指定通所支援又は指定障がい児相談支援の種類ごとの必要な見

込量 等 

 

２．障がい福祉サービスの対象となる障がい者（児）の範囲 

 障がい福祉サービスの対象となる障がい者（児）の範囲を身体障がい者、知的障がい

者、精神障がい者（発達障がい者及び高次脳機能障がい者を含む。）、難病患者等であっ

て 18歳以上の者及び障がい児とします。  
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 ２  成果目標設定の方針 

 「第 4 章 障がい者計画」の基本理念と基本目標を踏まえ、次に掲げる点に配慮して成果

目標を設定し、計画的な整備を図ります。 

１．障がい福祉サービスの提供体制の確保 

①訪問系サービスの充実 

 地域での生活を希望する障がい者（児）に対し、各個人が必要な訪問系サービスを

受けることができるよう、サービスの充実を図ります。 

②日中活動系サービスの充実 

 生活や就労の技術を身に付けることや、社会参加を目指す障がい者（児）が、充実

した日々を送ることができるよう、サービスの充実を図ります。 

③グループホーム等の充実及び地域生活支援拠点等の整備と機能の充実 

 障がいが重度であったとしても、地域生活を希望する障がい者が地域で暮らすこと

ができるよう、自立生活援助、地域移行支援及び地域定着支援、自立訓練事業等を推

進します。地域における居住の場としてグループホームの充実を図るとともに、地域

生活支援の機能を強化するため、地域生活支援拠点等の整備と機能の充実を図ります。 

④福祉施設から一般就労への移行等の推進 

 就労移行支援事業や就労定着支援事業等の推進により、障がい者の福祉施設から一

般就労への移行及びその定着を進めます。 

⑤強度行動障がいや高次脳機能障がいを有する障がい者に対する支援体制の充実 

強度行動障がいや高次脳機能障がいを有する障がい者に対して、人材育成等を通じ

て支援体制の整備を図ります。 

⑥依存症対策の推進 

アルコール、薬物及びギャンブル等の依存症対策について、普及啓発をはじめ、地

域の様々な関係機関が密接に連携して、当事者と家族に対して支援します。  



73 

２．相談支援の提供体制の確保 

①相談支援体制の構築 

福祉に関する様々な問題について相談に応じる体制の整備に加えて、サービス等利

用計画の作成を含めた相談支援を行う、特定相談支援事業所の充実を図ります。また、

基幹相談支援センターによる相談支援事業者等に対する専門的な指導・助言、情報収

集・提供、人材の育成等を行うとともに、主任相談支援専門員を計画的に確保するこ

とにより、地域の相談支援機能の強化を図ります。 

 また、地域共生社会の実現に向けた、社会福祉法に基づく新たな事業の創設（重層

的支援体制整備事業）を受けて、高齢や生活困窮などの各分野の相談支援機関との連

携協力や情報共有を進め、包括的な相談支援と課題解決力の向上、更には長期的視点

から見た「伴走型支援」の充実を進めます。 

■ 重層的支援体制整備事業（社会福祉法に基づく新たな事業の創設） 

資料：厚生労働省「令和２年度 地域共生社会の実現に向けた市町村における包括的な支援体制
の整備に関する全国担当者会議」資料より作成  

①相談支援 ②参加支援 

包括的な相談支援の体制 ・既存の取組で対応できる場合は、既存の取
組を活用 

・既存の取組では対応できない狭間のニーズ
にも対応（既存の地域資源の活用方法の
拡充） 

○各支援機関・拠点が、属性を越えた支援
を円滑に行うことを可能とするため、国の
財政支援に関し、高齢、障がい、子ども、
生活困窮の各制度の関連事業につい
て、一体的な執行を行う。 

①～③を通じ、 
・継続的な伴走支援 
・多機関協働による支援を実施 

生活困窮者の就労体験に、経済的な困窮状
態にないひきこもり状態の者を受け入れる 等 

現行の仕組み 重層的支援体制 

高齢分野の 
相談・地域づくり 

障がい分野の 
相談・地域づくり 

③地域づくりに向けた支援 

属性・世代を 

問わない相談・ 

地域づくりの 

実施体制 住民同士の顔の見える関係性の育成支援 
子ども分野の 
相談・地域づくり 

・世代や属性を超えて交流できる場や居場所の確保 
・多分野のプラットフォーム形成など、交流・参加・ 
学びの機会のコーディネート 

⇒新たな参加の場が生まれ、
地域の活動が活性化 生活困窮分野の 

相談・地域づくり 

地域支援・地域づくり事業の 
一体的実施 

・属性や世代を問わない相談の
受け止め 

・多機関の協働をコーディネート 
・アウトリーチも実施 

［狭間のニーズへの対応の具体例］ 
 就労支援    見守り等居住支援  
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②地域生活への移行や地域定着のための支援体制の確保 

 施設等から地域生活へ移行した後の地域への定着はもとより、現に地域で生活して

いる障がい者が住み慣れた地域でともに自立した生活が送れるようにするため、自立

生活援助や地域定着支援に係るサービスの提供体制の充実を図ります。 

③発達障がい者（児）及び家族等への支援体制の確保 

 保護者等が子どもの発達障がいの特性を理解し、必要な知識や方法を身につけ、適

切な対応ができるよう、ペアレントプログラムやペアレントトレーニング等の発達障

がい者（児）及びその家族等に対する支援体制を確保します。また、発達障がいを早

期かつ正確に診断し、適切な発達支援を行うため、地域の医師会等と連携し、発達障

がいの診断等を専門的に行うことができる医療機関等の確保に努めます。 

④協議会の設置 

 日高市障がい者地域総合支援協議会を運営し、関係機関等の連携、地域課題の共有、

課題解決に向けた取組、相談支援事業の評価などに取り組んでいきます。 

 

３．障がい児支援の提供体制の確保 

①地域支援体制の構築 

 障がい児及びその家族に対する支援について、障がい種別や年齢別等のニーズに応

じて、地域における支援体制の整備を進めます。児童発達支援センターについては、

地域における中核的な支援施設として位置付け、障がい児通所支援等を実施する事業

所と緊密な連携を図り、重層的な障がい児通所支援の体制整備を図ります。 

②保育、保健医療、教育、就労支援等の関係機関と連携した支援 

 障がい児の早期からの支援並びに健全な育成を進めるため、子育て支援施策や母子保

健施策、小児慢性特定疾病施策との緊密な連携を図ります。また、就学時及び卒業時に

おいて支援が円滑に引き継がれることも含め、学校、障がい児通所支援事業所等が緊密

な連携を図るとともに、子育て支援や保健医療の担当、教育委員会等との連携体制を確

保します。 
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③地域社会への参加・包容の推進 

 保育所等訪問支援を活用し、障がい児通所支援事業所等が保育所等の育ちの場で支

援に協力できるような体制を構築することにより、障がい児の地域社会への参加・包

容（インクルージョン）の推進を図ります。 

④特別な支援が必要な障がい児に対する支援体制の整備 

ア 重症心身障がい児及び医療的ケア児に対する支援体制の充実 

 重症心身障がい児及び医療的ケア児が身近な地域で必要な支援が受けられるよ

うに、障がい児支援等の支援体制の整備を図ります。また、心身の状況に応じた保

健、医療、障がい福祉、保育、教育等の各関連分野が共通の理解に基づき協働する

総合的な支援体制の構築を図ります。さらに、関連分野の支援を調整するコーディ

ネーターとして養成された相談支援専門員、保健師、訪問看護師等の配置を促進し

ます。 

イ 強度行動障がいや高次脳機能障がいを有する障がい児に対する支援体制の充実 

 強度行動障がいや高次脳機能障がいを有する障がい児に対して、適切な支援がで

きるよう、人材育成等を通じて支援体制の整備を図ります。 

⑤障がい児相談支援の提供体制の確保 

 障がいの疑いがある段階から障がい児本人や家族に対する継続的な相談支援を行

うとともに、関係機関をつなぐ中心となる役割を担えるよう、障がい児相談支援の

質の確保及びその向上を図りながら、支援の提供体制の構築を図ります。  



76 

 ３  成果目標の設定 

 障がい者（児）の自立支援の観点から、地域生活への移行や就労支援といった課題に

対応するため、国の基本指針に基づき、令和５年度を目標年度とする必要な障がい福祉

サービス等及び障がい児通所支援等の提供体制の確保に係る目標として、次に掲げる事

項を設定します。 

 

１．福祉施設の入所者の地域生活への移行 

 国の基本指針では、地域生活への移行を進める観点から、令和元年度末時点の福祉施

設に入所している障がい者のうち、今後、自立訓練事業等を利用し、グループホーム、

一般住宅等に移行する者の数を見込み、その上で、令和５年度末における地域生活に移

行する者等について、以下のとおり目標を設定することとしています。 

 

【国の基本指針における目標】 

 令和５年度末における施設入所者の地域生活移行数 

 ➡ 令和元年度末の施設入所者数の６％以上とする。 

 令和５年度末における施設入所者数 

 ➡ 令和元年度末の施設入所者数から 1.6％以上削減する。 

上記の目標において、第５期障がい福祉計画で定めた令和 2 年度までの目標が達

成されないと見込まれる場合は、未達成割合を令和 5 年度末における目標値に加え

た割合以上を目標値とする。 

 

 県では、地域移行者数は国と同様６％以上とする一方で、県内の入所待機者は年々増

加しており、特に強度行動障がいや重度の重複障がいなどによる地域生活が困難な待機

者が多数いる状況であることから、障がい者施設入所者の削減数の数値目標は設定しな

いこととしています。  
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 本市においても、県の考え方を踏まえ、障がい者施設入所者の削減数の数値目標は設

定しないこととします。 

地域移行者数については、第 5 期障がい福祉計画において、令和 2 年度までの地域

移行者数の目標を、平成 28年度末時点での施設入所者（47人）の９％（５人）として

おり、現状の地域移行者数は 5人となっていることから目標を達成しています。本市で

は、国の基本指針を踏まえ、次の表５－１のとおり目標を設定します。 

 

表５－１ 本市における施設入所者の地域生活への移行に関する目標 
項目 目標 目標の考え方 

令和５年度末における 
地域生活移行者数 

3人 
令和元年度末時点の施設入所者数（44人）の
うち6.8％以上が地域生活へ移行 

令和５年度末における 
施設入所者数 

設定しない 

入所を希望する待機者が年々増加しており、
特に強度行動障害や重度の重複障害などに
よる地域生活が困難な者が多数入所待ちを
している状況であることから、施設入所者の
削減は、現状とそぐわない面もあるため、目
標は設定していません。 

 

表５－２ 【参考】第５期計画期間における実績の推移と令和２年度の見込み 
項目 平成 30年度 令和元年度 令和２年度（見込み） 

地域生活移行者数 3人 2人 0人 

施設入所者数※ 46人 44人 44人 

※年度末 
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２．精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

 国の基本指針では、精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築を推進する

ため、精神障がい者（精神病床への入院後１年以内に退院した者に限る。）の精神病床

から退院後１年以内の地域における平均生活日数、精神病床における１年以上長期入院

患者数（65歳以上の１年以上長期入院患者数、65歳未満の１年以上長期入院患者数）、

精神病床における早期退院率（入院後３か月時点の退院率、入院後６か月時点の退院率、

入院後１年時点の退院率）に関して、以下のとおり目標を設定することとしています。 

 

【国の基本指針における目標】 

 精神障がい者の精神病床から退院後１年以内の地域における平均生活日数 

➡ 令和５年度末における精神障がい者の精神病床から退院後１年以内の地域にお

ける生活日数の平均を 316日以上とする。 

 精神病床における１年以上長期入院患者数（65歳以上、65歳未満） 

➡ 令和元年度末 6.6万人から 4.9万人減少とする。 

 精神病床における早期退院率（入院後３か月時点、６か月時点、１年時点） 

➡ 令和５年度における入院後３か月時点の退院率を 69％以上、６か月時点の退

院率を 86％以上、１年時点の退院率を 92％以上とする。 

 

 本指標については、県で目標を設定するため、本市では目標値の設定は行いません。  
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３．地域生活支援拠点等が有する機能の充実 

 国の基本指針では、障がい者の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据え、障がい者（児）

の地域移行を更に推進する観点から、緊急時の迅速・確実な相談支援の実施・短期入所

等の活用、体験の機会の提供を通じて、施設や親元からグループホーム、一人暮らし等

への生活の場の移行をしやすくする支援の提供を目標とする地域生活支援拠点等につ

いて、以下のとおり目標を設定することとしています。 

 

【国の基本指針における目標】 

 地域生活支援拠点等が有する機能の充実 

➡ 令和５年度末までの間、各市町村又は各圏域に１つ以上の地域生活支援拠点等

を確保しつつ、その機能の充実のため、年１回以上運用状況を検証、検討する。 

 

 本市においては、１つの拠点に機能を集約した「多機能拠点整備型」ではなく、地域

における複数の機関が分担して機能を担う体制の「面的整備型」による地域生活支援拠

点等の整備を目指しており、市内のグループホームをはじめ、相談支援専門員を中心に

多職種連携の強化を図り、緊急時の対応や備えについて、医療機関との連携も含め、各

機能を有機的に組み合わせ、地域全体で支援する協力体制を構築していきます。 

 

表５－３ 本市における地域生活支援拠点等が有する機能の充実に関する目標 
項目 目標 

地域生活支援拠点等が 
有する機能の充実 

グループホームをはじめ、地域の複数の機関が相談支援専
門員を中心に連携する「面的整備型」による地域生活支援
拠点等の整備を図り、その機能の充実のため、年１回以上
運用状況を検証、検討する。 
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４．福祉施設から一般就労への移行等 

 国の基本指針では、福祉施設の利用者のうち、就労移行支援事業等（生活介護、自立

訓練、就労移行支援、就労継続支援）を通じて、一般就労へ移行した人数及び、就労定

着支援事業の利用者数及び事業所ごとの就労定着率※について以下のとおり目標を設定

することとしています。 

 

【国の基本指針における目標】 

 令和５年度中に福祉施設から一般就労へ移行した人数 

➡ 令和元年度の一般就労への移行実績の 1.27倍以上とする。 

 令和５年度中の就労移行支援事業を通じた一般就労への移行者数 

➡ 令和元年度実績の 1.30倍以上とする。 

 令和５年度中の就労継続支援Ａ型事業を通じた一般就労への移行者数 

➡ 令和元年度の一般就労への移行実績の 1.26倍以上とする。 

 令和５年度中の就労継続支援Ｂ型事業を通じた一般就労への移行者数 

➡ 令和元年度の一般就労への移行実績の 1.23倍以上とする。 

 就労定着支援事業の利用者数 

➡ 令和５年度中に就労移行支援事業等を通じて一般就労に移行する者のうち、就

労定着支援事業の利用者を７割とする。 

 就労定着支援事業の就労定着率 

➡就労定着支援事業所のうち、令和５年度の就労定着率が８割以上の事業所を全体

の 7割以上とする。 

 

※ 就労定着率：過去３年間の就労定着支援の総利用者数のうち前年度末時点の就労定

着者数の割合 
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 本市においては、第 5 期障がい福祉計画において、令和 2 年度末の一般就労移行者

数の目標を平成 28年度実績の 1.5倍（8人）としており、令和元年度の一般就労移行

者数は 12人と目標値を上回っています。そのため、一般就労移行者数については、国

の基本指針を上回る目標を設定することとし、次の表５－４のとおり目標を設定します。 

 

表５－４ 本市における福祉施設からの一般就労への移行等に関する目標 
項目 目標 目標の考え方 

令和５年度中の一般就労移行者数 18人 
令和元年度中の一般就労への 
移行実績（12人）の1.5倍以上 

令和５年度中の就労移行支援事業
を通じた一般就労移行者数 

15人 
令和元年度中の就労移行支援事業を
通じた一般就労への移行実績 
（11人）の 1.30倍以上 

令和５年度中の就労継続支援Ａ型
事業を通じた一般就労移行者数 

1人 
令和元年度中の就労継続支援Ａ型事
業を通じた一般就労への移行実績が
0人であるため、１人を目標とする 

令和５年度中の就労継続支援Ｂ型
事業を通じた一般就労移行者数 

2人 
令和元年度中の就労継続支援Ｂ型 
事業を通じた一般就労への移行実績
（1人）の 1.23倍以上 

令和５年度中の就労移行支援事業
等を通じた一般就労移行者の就労
定着支援事業の利用者数 

13人 
就労移行支援事業等を通じて一般就
労に移行する者（18人）のうち、就労
定着支援事業の利用者を７割とする 

令和５年度中の就労定着率が８割
以上の就労定着支援事業所数 

2か所 
就労定着支援事業所のうち、令和５
年度の就労定着率が８割以上の事業
所を全体の 7割以上とする 
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５．障がい児支援の提供体制の整備等 

 国の基本指針では、児童発達支援センターを中核とした重層的な地域支援体制の構築

を目指し、併せて重症心身障がい児及び医療的ケア児が身近な地域で支援を受けられる

ように、障がい児支援の提供体制の整備等について、以下のとおり目標を設定すること

としています。 

 

【国の基本指針における目標】 

 児童発達支援センターの設置 

➡ 令和５年度末までに、各市町村又は各圏域に少なくとも１か所以上設置する。 

 保育所等訪問支援を利用できる体制の構築 

➡ 令和５年度末までに、全ての市町村において、利用できる体制を構築する。 

 重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事

業所の確保 

➡ 令和５年度末までに、各市町村又は各圏域に少なくとも１か所以上確保する。 

 医療的ケア児のための関係機関の協議の場の設置及びコーディネーターの配置 

➡ 令和５年度末までに、各市町村又は各圏域に協議の場を設置し、コーディネー

ターを配置する。 
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本市においては、国の指針を踏まえ、次の表５－６のとおり目標を設定します。 

 

表５－６ 本市における障がい児支援の提供体制の整備等に関する目標 
項目 目標 

児童発達支援センターの設置 １か所 

保育所等訪問支援を利用できる体制の構築 
現状維持 
(体制有) 

重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所の確保 １か所 

重症心身障がい児を支援する放課後等デイサービス事業所の確保 １か所 

医療的ケア児のための関係機関の協議の場の設置 設置 

医療的ケア児のためのコーディネーターの配置 １人 
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６．相談支援体制の充実・強化等 

 国の基本指針では、相談支援体制を充実・強化するため、以下のとおり目標を設定す

ることとしています。 

 

【国の基本指針における目標】 

 相談支援体制の充実・強化等 

➡ 令和５年度末までに、各市町村又は各圏域において、総合的・専門的な相談支

援の実施及び地域の相談支援体制の強化を実施する体制を確保する。 

 

本市においては、国の指針を踏まえ、次の表５－７のとおり目標を設定します。 

 

表５－７ 本市における談支援体制の充実・強化等に関する目標 
項目 目標 

相談支援体制の充実・強化等 
令和５年度末までに、基幹相談支援センターが中心
となり、総合的・専門的な相談支援の実施及び地域
の相談支援体制の強化を実施する体制を確保する。 
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７．障がい福祉サービス等の質を向上 

 国の基本指針では、利用者が真に必要とする障がい福祉サービス等を提供していくた

め、障がい福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築について、以

下のとおり目標を設定することとしています。 

 

【国の基本指針における目標】 

 障がい福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 

➡ 令和５年度末までに、障がい福祉サービス等に係る各種研修の活用・障がい者

自立支援審査支払等システムによる審査結果の共有・指導監査結果の関係市町

村との共有を実施する体制を構築する。 

 

本市においては、国の指針を踏まえ、次の表５－８のとおり目標を設定します。 

 

表５－８ 本市における障がい福祉サービス等の質の向上に関する目標 
項目 目標 

障がい福祉サービス等の
質を向上させるための 
取組に係る体制の構築 

令和５年度末までに、県と連携し、障がい福祉サービス等
に係る各種研修の活用、障がい者自立支援審査支払等シ
ステムによる審査結果の共有・指導監査結果の関係市町
村との共有を実施する体制を構築する。 
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 ４  サービスの見込量と見込量確保のための方策 

 障害者総合支援法に基づくサービスには、在宅生活を支援する｢訪問系サービス｣、施

設への通所や入所施設での昼間のサービスである｢日中活動系サービス｣、入所施設での

夜間のサービスやグループホームなどの｢居住・施設系サービス｣に大別される「障がい

福祉サービス」があります。さらに、計画相談、地域移行支援及び地域定着支援を行う

「相談支援」、市町村が地域の実情に応じて行う「地域生活支援事業」があります。 

 児童福祉法に基づくサービスには、施設への通所を支援する「障がい児通所支援」及

び計画相談を行う「障がい児相談支援」があります。 

本節では、障がい福祉サービス（訪問系サービス、日中活動系サービス、居住・施設

系サービス）、相談支援、地域生活支援事業、障がい児通所支援並びに障がい児相談支

援の種類ごとの見込量とその確保のための方策について定めます。 

 

 

 

  注 サービスの実績値と見込量の値について  

① 令和２年度の実績値は、４月から９月までの６か月分の実績から見込値を算出 

② 単位「人」は、1か月当たりの利用人数 

③ 単位「時間」は、１か月当たりのサービス提供時間 

④ 単位「人日分」は、「月間の利用人数」×「1人 1月当たりの平均利用日数」 
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１．「障がい福祉サービス・相談支援」の見込量と見込量確保のための方策 

（１）訪問系サービス 

①居宅介護 

 障がい者（児）を対象に、家庭にヘルパーを派遣して入浴、排せつ、食事の身体介

護や掃除などの家事援助や生活に関する相談など、生活全般にわたる援助を行います。 

②重度訪問介護 

 重度の肢体不自由者や重度の知的障がい、精神障がいにより行動上著しい困難を有

する障がい者で、常時介護を必要とする人を対象に、家庭にヘルパーを派遣して、入

浴、排せつ、食事の身体介護や掃除などの家事援助や生活に関する相談など、生活全

般にわたる援助を行うほか、外出時における移動中の介護や入院中の病院等における

コミュニケーション支援を行います。 

③同行援護 

 視覚障がいにより、移動に著しい困難を有する視覚障がい者（児）を対象に、外出

時に同行し、移動に必要な情報の提供（代筆・代読を含む）や移動に必要な支援を行

います。 

④行動援護 

 知的障がい又は精神障がいにより行動上著しい困難を有する障がい者（児）で、常

時介護を必要とする人を対象に、居宅内や外出時における危険を回避するために必要

な援護や移動中の介護等を行います。 

⑤重度障がい者等包括支援  

 寝たきり状態などの常時介護を要する障がい者（児）を対象に、重度訪問介護や生

活介護などの複数のサービスを組み合わせて包括的に支援を行います。 
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 実施に関する考え方  

 訪問系サービスは、障がいのある人の地域生活を支える基本的な事業であり、居宅介

護が最も多く利用されています。訪問系サービスは障がい者（児）の地域生活を支える

基本事業であることから、十分なサービスが確保できるよう、介護保険制度における訪

問介護事業所に対して、共生型サービスの指定制度を周知するなど、広く情報提供を行

い、多様な事業者の参入を促進していきます。また、重度訪問介護と重度障がい者包括

支援については、利用者の状況に応じ、サービスの周知や、サービス提供事業所に対し

て人材の確保及び質の高いサービスを提供できるよう働きかけていきます。 

 

表５－９ 訪問系サービスの実績値と見込量 

項目 
実績値 見込量 

平成 30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

訪問系 

サービス※ 

1,107 時間 1,206 時間 1,175 時間 1,335 時間 1,358 時間 1,380 時間 

62人 65 人 58 人 61 人 62 人 63 人 

※居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障がい者包括支援 

 

（２）日中活動系サービス（介護給付） 

①生活介護 

 地域や入所施設において、安定した生活を営むため、常に介護を必要とする障がい

者を対象に、主に昼間、入浴や排せつ、食事等の介護を行うとともに、創作的活動又

は生産活動の機会を提供します。 

②療養介護 

 病院等への長期の入院による医療的ケアに加え、常時の介護を必要とする身体障が

い者や知的障がい者を対象に、医療機関において主に昼間、食事や入浴、排せつ等の

介護や、日常生活上の相談支援等を行います。  
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③短期入所（福祉型、医療型） 

 居宅においてその介護を行う者の疾病その他の理由により、障がい者支援施設、児

童福祉施設等への短期間の入所を必要とする障がい者（児）を対象に、施設で短期間、

入浴、排せつ及び食事その他の必要な支援を行います。 

 

 実施に関する考え方  

 障がい者の重度化や高齢化等を踏まえ利用者数を見込み、十分なサービスを提供でき

るよう、介護保険制度における通所介護事業所や短期入所生活介護事業所に対して、共

生型サービスの指定制度を周知するなど、広く情報提供を行い、多様な事業者の参入を

促進します。また、サービス等利用計画を作成する相談支援事業所はもとより、地域の

障がい者支援事業所との連携を密にし、地域における社会資源や支援についての情報共

有、相互的な事業の展開等、地域におけるネットワークの構築に努めます。 

 

表５－10 日中活動系サービス（介護給付）の実績値と見込量 

項目 
実績値 見込量 

平成 30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

生活介護 
1,848 人日分 1,878 人日分 1,952 人日分 2,060 人日分 2,075 人日分 2,095 人日分 

92 人 93 人 96 人 99 人 100 人 101 人 

療養介護 6 人 6 人 6 人 6 人 6 人 6 人 

短期入所 
30 人日分 47 人日分 41 人日分 46 人日分 46 人日分 46 人日分 

9 人 12 人 6 人 11 人 11 人 11 人 

 

（３）日中活動系サービス（訓練等給付） 

①自立訓練（機能訓練） 

 地域生活を営む上で、身体機能・生活能力の維持・向上等のため、一定期間の訓練

が必要な障がい者を対象に、理学療法、作業療法その他必要なリハビリテーション、

生活等に関する相談その他の必要な支援を行います。 
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②自立訓練（生活訓練） 

 地域生活を営む上で、生活能力の維持・向上等のため、一定期間の訓練が必要な障

がい者を対象に、入浴、排せつ及び食事等に関する自立した日常生活を営むために必

要な訓練、生活等に関する相談等の支援を行います。 

③宿泊型自立訓練 

 自立訓練（生活訓練）の対象者のうち、日中、一般就労や障がい福祉サービスを利

用している障がい者を対象に、地域生活への移行に向けて、一定期間居室等の設備を

提供し、帰宅後、家事等の日常生活能力を向上させるための訓練、生活等に関する相

談等の支援を行います。 

④就労移行支援 

 一般就労等を希望し、実習や職場探し等を通じ、適性に合った職場への就労等が見

込まれる障がい者を対象に、一般就労等への移行に向けて、事業所内での作業等を通

じた就労に必要な訓練、適性に合った職場探し、就労後の職場定着のための支援を行

います。 

⑤就労継続支援Ａ型 

 通常の事業所に雇用される事が困難であって、適切な支援により雇用契約に基づく

就労が可能な障がい者を対象に、通所により、雇用契約に基づく就労の機会を提供す

るとともに、一般就労への移行に向けて支援を行います。 

⑤ 就労継続支援Ｂ型 

 就労移行支援事業等を利用したが一般企業等の雇用に結びつかない障がい者や、年

齢や体力の面で雇用されることが困難な障がい者を対象に、雇用契約は結ばず、通所

により就労や生産活動の機会を提供するとともに、一般就労等への移行に向けた支援

を行います。 
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⑦就労定着支援 

 就労移行支援等の利用を経て一般就労へ移行した障がい者を対象に、一定期間、本

人との相談を通じて日常生活面・社会生活面の課題を把握するとともに、企業や関係

機関等との連絡調整やそれに伴う課題解決に向けて必要となる支援を行います。 

 

 実施に関する考え方  

就労移行支援や就労継続支援、就労定着支援への利用者数が伸びており、事業所の運

営を支援するとともに、事業所と地域企業との繋がりが深まるよう支援します。また、

県と連携し、工賃向上の取組を支援します。 

 

表５－11 日中活動系サービス（訓練等給付）の実績値と見込量 

項目 
実績値 見込量 

平成 30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

自立訓練 
（機能訓練） 

19人日分 3人日分 0人日分 16人日分 16人日分 16人日分 

1人 1人 0人 1人 1人 1人 

自立訓練 
（生活訓練） 

221人日分 123人日分 115人日分 130人日分 142人日分 155人日分 

18人 12人 8人 10人 11人 12人 

宿泊型 
自立訓練 

115人日分 45人日分 55人日分 56人日分 84人日分 112人日分 

4人 2人 2人 2人 3人 4人 

就労移行支援 
268人日分 322人日分 398人日分 504人日分 524人日分 544人日分 

19人 22人 23人 25人 26人 27人 

就労継続支援 
Ａ型 

160人日分 148人日分 162人日分 176人日分 194人日分 212人日分 

10人 9人 10人 10人 11人 12人 

就労継続支援 
Ｂ型 

1,735人日分 1,843人日分 1,915人日分 2,165人日分 2,203人日分 2,240人日分 

102人 108人 108人 115人 117人 119人 

就労定着支援 0人 1人 3人 8人 11人 15人 
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（４）居住・施設系サービス 

①自立生活援助 

 障がい者支援施設やグループホーム等を利用していた障がい者や、単身もしくは同

居家族が障がいや疾病等により支援が見込めない障がい者を対象に、一定期間、居宅

訪問や随時の対応を行うことにより、日常生活での問題を把握し、必要な情報の提供

や相談、関係機関との連絡調整等、自立した日常生活を営むために必要な援助を行い

ます。 

②共同生活援助（介護サービス包括型・外部サービス利用型・日中サービス支援型） 

 共同生活を営む住居（グループホーム）において、相談その他の日常生活上の援助、

就労先又は日中活動サービス等との連絡調整、余暇活動等の社会生活上の援助を行い

ます。 

介護サービス包括型：介護サービスをグループホーム事業者自らが行う。 

外部サービス利用型：介護サービスを外部の居宅介護事業所に委託。 

日中サービス支援型：昼夜を通じて１人以上の職員を配置。短期入所を併設し、 

在宅で生活する障がい者の緊急一時的な宿泊の場を提供。 

③施設入所支援 

 施設に入所する障がい者に対し、主に夜間において、入浴、排せつ及び食事等の介

護、生活等に関する相談及び助言、その他の必要な日常生活上の支援を行います。 

 

 実施に関する考え方  

 市内のグループホームは 23施設（定員 101人）であり、平成 29年度末と比べ６施

設（定員 30人）増加しています。グループホーム等での暮らしを体験するための支援

を行い、障がい者の地域生活を支援します。 

さらに、賃貸住宅等での一人暮らしを希望する障がい者が、自らの望む地域生活を営

むことができるよう、適切な支援を行います。障がい者の重度化・高齢化に対応するた

め、日中サービス支援型共同生活援助を提供できるよう、サービス提供事業者等に対し

働きかけを行います。  
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表５－12 居住系サービスの実績値と見込量 

項目 
実績値 見込量 

平成 30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

自立生活援助 0人 0人 0人 0人 0人 0人 

共同生活援助 60人 66人 69人 77人 79人 81人 

施設入所支援 48人 45人 45人 46人 46人 46人 

 

（５）地域生活支援拠点等 

①地域生活支援拠点等 

 地域生活支援拠点等は、障がい者の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据え、居住支

援のための機能（相談、緊急時の受入れ・対応、体験の機会・場、専門的人材の確保・

養成、地域の体制づくり）を提供する体制のことです。 
 

 実施に関する考え方  

 市内のグループホームをはじめ、地域の複数の機関が相談支援専門員を中心に連携す

る「面的整備型」による地域生活支援拠点等の整備を図り、その機能の充実のため、年

１回以上運用状況を検証、検討します。 

 

表５－13 地域生活支援拠点等の見込量 

項目 
見込量 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

地域生活 
支援拠点等 

設置箇所 1か所 1か所 1か所 

検証・検討回数 1回 1回 1回 
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（６）相談支援 

①計画相談支援 

 障がい福祉サービス等を利用する全ての障がい者（児）を対象に、サービス等利用

計画を作成し、サービスの利用開始後には利用状況の検証（モニタリング）を行いま

す。 

②地域移行支援 

 入所施設等に入所している障がい者や、精神科病院に入院している精神障がい者に

対して、住居の確保その他の地域における生活に移行するための活動に関する相談、

地域移行に当たっての障がい福祉サービスの体験的な利用支援、地域移行に当たって

の体験的な宿泊支援を行います。 

③地域定着支援 

 居宅において単身等で生活する障がい者や、同居している家族等が障がいや疾病等

のため、緊急時等の支援が見込まれない状況にある障がい者を対象に、常時の連絡体

制を確保し、障がいの状況に起因して生じた緊急の事態等に緊急訪問や緊急対応等の

各種支援を行います。 

 実施に関する考え方  

 計画相談支援の利用者は近年大きく増加しています。地域移行支援及び地域定着支援

の利用は少ないものの、障がい者が地域の一員として安心して自分らしい生活ができる

よう、希望者が受けられるよう、提供体制の構築を支援します。また、サービス等利用

計画の作成希望者が必ず計画相談支援を受けられるよう、県と連携して、相談支援従事

者等への研修を推進します。 

表５－14 相談支援の実績値と見込量 

項目 
実績値 見込量 

平成 30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画相談支援 47人 58人 78人 102人 105人 108人 

地域移行支援 1人 0人 0人 0人 0人 0人 

地域定着支援 0人 0人 0人 0人 0人 0人 
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２．「障がい児支援」の見込量と見込量確保のための方策 

（１）障がい児通所系サービス 

①児童発達支援 

 就学前の障がい児を対象に、日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付

与、集団生活への適応訓練などを行います。 

②医療型児童発達支援 

 肢体不自由のある障がい児を対象に、日常生活における基本的な動作の指導、知識

技能の付与、集団生活への適応訓練などを行います。 

③放課後等デイサービス 

 就学している障がい児を対象に、授業の終了後や学校の休業日に、生活能力の向上

のために必要な訓練、社会との交流の促進等に必要な支援を行います。 
 

 実施に関する考え方  

 放課後等デイサービスでは、令和元年度以降、利用者が大きく増加しています。必要

な量の確保とともに、障がい児のニーズに応じた支援の提供と質の向上を図ります。 

医療型児童発達支援は、サービスの周知や、サービス提供事業所に対して人材の確保

及び質の高いサービスを提供できるよう働きかけていきます。 

 

表５－15 障がい児通所系サービスの実績値と見込量 

項目 
実績値 見込量 

平成 30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

児童発達支援 
96人日分 88人日分 75人日分 106人日分 112人日分 119人日分 

17人 13人 11人 16人 17人 18人 

医療型 
児童発達支援 

0人日分 0人日分 0人日分 0人日分 0人日分 0人日分 

0人 0人 0人 0人 0人 0人 

放課後等 
デイサービス 

624人日分 972人日分 819日分 984人日分 1,003人日分 1,017人日分 

67人 72人 62人 102人 104人 106人 
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（２）障がい児訪問系サービス 

①保育所等訪問支援 

 保育所等（保育園、幼稚園、その他児童が集団生活を営む施設）に通う障がい児を

対象に、保育所等を訪問し、障がい児以外との集団生活への適応のための専門的な支

援等を行います。 

②居宅訪問型児童発達支援 

 障がい児通所支援を受けるために外出することが著しく困難な重症心身障がい児

等を対象に、居宅を訪問し、日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与

その他必要な支援を行います。 

 

 実施に関する考え方  

 これまでの利用実績では、保育所等訪問支援の 1人のみとなっています。保護者に対

して放課後等訪問支援の制度を周知するなど、広く情報提供を行い、必要な人がサービ

スを利用できるよう取り組んでいきます。 

居宅訪問型児童発達支援は、現状として利用者はいませんが、外出が著しく困難な障

がい児であっても、必要なサービスを受けられるよう、サービスの周知や、サービス提

供事業所に対して人材の確保及び質の高いサービスを提供できるよう働きかけていき

ます。 

 

表５－16 障がい児訪問系サービスの実績値と見込量 

項目 
実績値 見込量 

平成 30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

保育所等 
訪問支援 

2人日分 1人日分 1人日分 1人日分 1人日分 1人日分 

1人 1人 1人 1人 1人 1人 

居宅訪問型 
児童発達支援 

0人日分 0人日分 0人日分 0人日分 0人日分 0人日分 

0人 0人 0人 0人 0人 0人 
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（３）相談支援等 

①障がい児相談支援 

 障がい児通所支援を利用する全ての障がい児（保護者）を対象に、障がい児支援利

用計画を作成し、サービスの利用開始後に利用状況の検証や計画の見直し等の支援を

行います。 

②医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネーター 

 医療的ケア児を対象に、保健、医療、福祉、子育て、教育等の必要なサービスを総

合的に調整し、医療的ケア児とその家族に対しサービスを紹介するとともに、関係機

関と医療的ケア児とその家族をつなぐなどのコーディネートを行います。 

 

 実施に関する考え方  

 障がい児相談支援の利用者は、年々増加しています。障がい児支援利用計画の作成希

望者が必ず障がい児相談支援を受けられるよう、県と連携して、相談支援従事者等への

研修を推進します。また、医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネ

ーターについては、早期の配置に努めます。 

 

表５－17 相談支援等の実績値と見込量 

項目 
実績値 見込量 

平成 30 
年度 

令和元 
年度 

令和２ 
年度 

令和３ 
年度 

令和４ 
年度 

令和５ 
年度 

障がい児相談支援 8人 12人 15人 16人 18人 20人 

医療的ケア児に対する
関連分野の支援を調整
するコーディネーター 

0人 0人 0人 0人 0人 1人 

※ 医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネーターは配置人数 
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３．障がい児の子ども・子育て支援における提供見込み 

子ども・子育て支援等の利用を希望する障がい児が希望に沿った利用ができるよう、

保育所や認定こども園、放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）等における障が

い児の受入れの体制整備を行います。 

①保育所 

 主に保育に欠ける０～５歳の乳児又は幼児を保育することを目的とする施設です。 

②認定こども園 

 幼稚園と保育所の制度の枠組みを越えて、幼児期の教育・保育を一体的に行う施設

で、いわば幼稚園と保育所の両方の良さを併せ持つ施設です。 

③放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 

 保護者が労働などにより昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対し、授業

の終了後に小学校の余裕教室、専用施設等を利用して適切な遊び及び生活の場を与え

て、その健全な育成を図ります。 

 

表５－18 障がい児の子ども・子育て支援等の実績値と見込量 

項目 実績値 見込量 
平成 30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

保育所 38人 33人 49人 50人 50人 50人 

認定こども園 3人 5人 18人 20人 20人 20人 

放課後児童 
健全育成事業 28人 35人 40人 50人 50人 50人 

幼稚園 40人 48人 48人 50人 50人 50人 
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４．「発達障がい者（児）に対する支援」の見込量と見込量確保のための方策 

（１）発達障がい者（児）及び家族等支援 

①ペアレントトレーニング、ペアレントプログラム等の家族支援 

 保護者や養育者の方を対象に、ペアレントトレーニングやペアレントプログラム等

支援プログラムを実施し、家族のスキル向上を支援します。 

ペアレントトレーニング：行動理論をベースとして環境調整や子どもへの肯定的な

働きかけを学び、子どもの不適切な行動の改善を目指し

ます。 

ペアレントプログラム ：子どもや自分自身について「行動」で把握することで、

保護者の認知的な枠組みを修正していくことを目的に

した簡易的なプログラムです。 

②ペアレントメンター 

 発達障がいの子どもを育てた保護者が、その育児経験を生かし、同じ親の立場から

子育てで同じ悩みを抱える保護者などに対して共感的な支援を行い、体験談や地域資

源の情報提供等を行います。 

③ピアサポート 

 同じ悩みを持つ本人同士や発達障がい児を持つ保護者同士等の集まる場の提供や

その際の子どもの一時預かり等を行います。 

 

 実施に関する考え方  

 発達障がいにおいては、家族支援が重要視されており、同じ悩みを持つ本人同士やそ

の家族に対するピアサポート等の支援を充実させ、家族だけでなく本人の生活の質の向

上を図っていきます。プログラム等の実施に必要な専門性を有する職員等を確保するた

め、県や市内の障がい児支援事業所と連携して、人材の育成に努めます。また、発達障

がいの子どもを育てた保護者に対して情報提供や啓発等を行い、県と連携してペアレン

トメンターの養成に努めます。  
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表５－19 発達障がい者（児）及び家族等支援事業の見込量 

項目 
見込量 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 
ペアレントトレーニング、
ペアレントプログラム 1人 1人 1人 

ペアレントメンター 0人 1人 1人 

ピアサポート 1人 2人 3人 

※1：ペアレントトレーニング、ペアレントプログラムは支援プログラム等の受講者数 
※2：ペアレントメンターはペアレントメンターの人数 
※3：ピアサポートは活動への参加人数 
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５．「精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築」の見込量と見込
量確保のための方策 

（１）精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

①保健、医療及び福祉関係者による協議の場 

 保健、医療及び福祉関係者による協議の場を通して重層的な連携による支援体制を

構築します。協議の場では、「個別支援体制の整備」、「支援体制の整備」、「地域基盤

の整備」の 3つの軸に沿った機能を発揮することが求められます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：厚生労働省「精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に係る検討会」 

資料より作成 

 

 実施に関する考え方  

 市内の事業所や医療機関、関係団体等と連携し、「保健・医療から地域を考える視点」

と「障がい福祉から地域を考える視点」の両視点を持った参加者による「保健、医療及

び福祉関係者による協議の場」を設置し、精神障がいにも対応した地域包括ケアシステ

ムの構築に向けた体制の整備を進めます。  

保健・医療を起点とした 
基盤整備の検討 

福祉を起点として 
基盤整備の検討 

 保健・医療に係る資源等の
活用・開発 

 地域の実情に応じた 
施策・制度の検討 

 保健・医療提供 
体制の構築 

 体制構築に向けた
課題抽出 

 個別課題解決 
 個別ケースから見える
地域課題の抽出 

 障がい福祉サービスに 
係る資源等の活用・開発 

 地域の実情に応じた 
施策・制度等の検討 

 障がい福祉サービスの
提供体制の構築 

 体制構築に向けた課題
抽出 

 個別課題解決 
 個別ケースから見える
地域課題の抽出 

地域基盤の整備
の軸 

支援体制の整備
の軸 

個別支援の検討
の軸 

﹁
精
神
障
が
い
に
も
対
応
し
た
地
域
包
括
ケ
ア 

シ
ス
テ
ム
﹂
の
構
築
に
向
け
た
議
論
の
統
合 

統合した 
地域づくり 
の検討 

＜会議体としての「協議の場」＞ ※横軸は機能、縦軸は協議 
の内容の構造を示す 
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表５－20 保健、医療及び福祉関係者による協議の場の見込量 

項目 見込量 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

保
健
︑
医
療
及
び 

福
祉
関
係
者
に
よ
る
協
議
の
場 

開催回数 2回 2回 2回 

参加者数 13人 13人 13人 

目標設定及び評価の 
実施回数 

１回 １回 １回 

 

表５－21 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築の実績値と見込量 

項目 
実績値 見込量 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

精神障がい者の
地域移行支援 1人 0人 0人 1人 1人 1人 

精神障がい者の
地域定着支援 0人 0人 0人 1人 1人 1人 

精神障がい者の
共同生活援助 14人 17人 15人 16人 18人 20人 

精神障がい者の
自立生活援助 0人 0人 0人 1人 1人 1人 
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６．「相談支援体制の充実・強化のための取組」の見込量と見込量確保のため
の方策 

（１）相談支援体制の充実・強化のための取組 

①総合的・専門的な相談支援 

 知的・身体・精神の３障がいに加え、発達障がい、高次脳機能障がい、難病、障が

い児等への専門性の高いケースや世帯全体への支援ケース、地域移行や転入転出など

の広域対応などの相談支援を行います。 

②地域の相談支援体制の強化 

 地域の相談支援事業者の事業所の相談支援専門員へのスーパービジョン※を行った

り、サービス等利用計画等の評価や指導・助言を行います。また、地域の相談機関が

集まる定期的な連絡会や事例検討会などを開催し、地域の相談機関相互の連携強化を

図ります。 

※ 対人援助を行う施設や事業所等において、スーパーバイザー（管理者等の指導者）によ

って行われる専門職としての援助者を養成する過程。 

 

 実施に関する考え方  

 相談支援体制の充実・強化を図るため、引き続き基幹相談支援センターを設置・運営

していきます。また、県と連携を図りながら、主任相談支援専門員をはじめとする専門

的職員の養成を推進します。 

表５－22 相談支援体制の充実・強化のための取組の見込量 

項目 
見込量 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

総合的・専門的な相談支援 有 有 有 

地
域
の
相
談 

支
援
体
制
の
強
化 

専門的な指導・助言 30件 25件 20件 

人材育成の支援 3件 3件 3件 

連携強化の取組み 1回 1回 1回 
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７．「障がい福祉サービスの質を向上させるための取組」の見込量と見込量確
保のための方策 

（１）障がい福祉サービスの質を向上させるための取組 

①障がい福祉サービス等に係る各種研修 

 県が実施する障がい福祉サービス等に関する研修等へ、市職員が参加します。 

②障がい者自立支援審査支払等システムによる審査結果の共有 

 障がい者自立支援審査支払等システム等による審査結果を分析してその結果を活

用し、事業所や関係自治体等と共有します。 

 

 実施に関する考え方  

 県との連携を強化し、より多くの職員が障がい福祉サービス等に係る各種研修に参加

できるよう取り組んでいきます。障がい者自立支援審査支払等システム等による審査結

果について、しっかりと分析を行い、その結果を積極的に活用していきます。 

 

表５－23 障がい福祉サービスの質を向上させるための取組の見込量 

項目 
見込量 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 
障がい福祉サービス等に係る 
各種研修 2人 2人 2人 

障がい者自立支援審査支払等 
システムによる審査結果の共有 12回 12回 12回 
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８．「地域生活支援事業」の見込量と見込量確保のための方策 

（１）必須事業 

①理解促進研修・啓発事業 

 障がい者（児）が日常生活及び社会生活をするうえで生じる「社会的障壁」の除去

と共生社会の実現を図るため、地域の住民に対して、障がいに対する理解を深めると

ともに「心のバリアフリー」の推進を図るための教室やイベントの開催、事業所訪問、

広報活動などを行います。 

②自発的活動支援事業 

 障がい者（児）が自立した日常生活及び社会生活を営むことができるよう、障がい

者（児）やその家族、地域住民などが地域において自発的に行う活動（ピアサポート

活動、災害対策活動、孤立防止活動、社会活動、ボランティア活動等）を支援します。 

③相談支援事業 

(1) 障がい者相談支援事業 

 障がい者（児）からの相談に応じ、必要な情報の提供や助言、障がい福祉サービ

スの利用支援等、必要な支援を行うとともに、虐待の防止及びその早期発見のため

の関係機関との連絡調整その他の障がい者（児）の権利擁護のために必要な援助を

行います。また、相談支援事業を効果的に実施するため、日高市障がい者地域総合

支援協議会を設置し、中立・公平な相談支援事業の実施のほか、地域の関係機関の

連携強化、社会資源の開発・改善等を行います。 

(2) 基幹相談支援センター等機能強化事業 

 専門的職員を基幹相談支援センター等に配置することや、地域における相談支援

事業者等に対する専門的な指導・助言、情報収集・提供、人材育成の支援、地域移

行に向けた取組等を実施することにより、相談支援機能の強化を図ります。 

(3) 住宅入居等支援事業（居住サポート事業） 

 保証人がいない等の理由により入居が困難な障がい者（児）に対し、入居契約手

続支援等の入居支援を行うとともに、関係機関によるサポート体制の調査や家主等

への相談・助言を通じて障がい者（児）の地域生活を支援します。 
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④成年後見制度利用支援事業 

 成年後見制度を利用することが有用であると認められる知的障がい者又は精神障

がい者に対し、成年後見制度の利用を支援することにより、その障がい者の権利擁護

を図ります。 

⑤成年後見制度法人後見支援事業 

 成年後見制度における後見等の業務を適正に行うことができる法人を確保できる

体制を整備できるよう、日高市社会福祉協議会と連携して検討を進めるとともに、市

民後見人の活用も含めた法人後見の活動の支援についても検討を行います。 

⑥意思疎通支援事業 

 聴覚、言語機能、音声機能その他の障がいのため、意思疎通を図ることに支障があ

る障がい者（児）に、手話通訳、要約筆記等の方法により、障がい者（児）とその他

の者の意思疎通を支援する手話通訳者等の派遣等を行い、意思疎通の円滑化を図りま

す。 

⑦日常生活用具給付等事業 

 障がい者（児）に対し、自立生活支援用具等の日常生活用具を給付することにより、

日常生活の便宜や福祉の増進を図ります。 

⑧手話奉仕員養成研修事業 

 意思疎通を図ることに支障のある障がい者（児）が自立した日常生活又は社会生活

を営むことができるよう、手話で日常会話を行うために必要な手話 語彙
ご い

及び手話表

現技術を習得した手話奉仕員の養成を行います。 

⑨移動支援事業 

 屋外での移動が困難な障がい者（児）に、社会生活上必要不可欠な外出や余暇活動

等の社会参加のための外出の際の移動を支援します。 

⑩地域活動支援センター機能強化事業 

 障がい者（児）の地域生活支援の促進を図るため、地域活動支援センターにおいて、

創作的活動又は生産活動の機会の提供や、社会との交流の促進等の便宜を供与します。 
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 実施に関する考え方  

 必須事業は、障がい者（児）の自立した日常生活又は社会生活を支える上で重要なサ

ービスであり、現在利用者がいないサービスについても、利用対象者からの希望に応じ、

確実にサービス提供につなげられるよう、サービス提供体制を整備していきます。 

 

表５－24 地域生活支援事業（必須事業）の実績値と見込量 

項目 
実績値 見込量 

平成 30
年度 

令和元 
年度 

令和２ 
年度 

令和３ 
年度 

令和４ 
年度 

令和５ 
年度 

理解促進研修・啓発 無 無 無 無 無 無 

自発的活動支援 実施 無 無 無 無 無 

相
談
支
援 

障がい者相談支援 2か所 2か所 2か所 3か所 3か所 3か所 
基幹相談支援センター等
機能強化 実施 実施 実施 実施 実施 実施 

住宅入居等支援 無 無 無 無 実施 実施 

成年後見制度利用支援 2件 2件 3件 3件 3件 3件 

成年後見制度法人後見支援 無 無 無 無 無 無 

意思疎通支援事業 111件 112件 150件 180件 190件 200件 

日
常
生
活
用
具
給
付
等 

介護・訓練支援用具 5件 1件 1件 11件 11件 11件 

自立生活支援用具 8件 7件 4件 11件 11件 11件 

在宅療養等支援用具 1件 2件 2件 6件 6件 6件 

情報・意思疎通支援用具 4件 4件 4件 11件 11件 11件 

排泄管理支援用具 1,352件 1,425件 1,460件 1,500件 1,545件 1,590件 

居宅生活動作補助用具 5件 1件 1件 6件 6件 6件 

手話奉仕員養成研修 0人 0人 0人 0人 10人 10人 

移動支援 
48人 54人 37人 55人 56人 57人 

2,664 
時間 

3,239 
時間 

2,235 
時間 

3,300 
時間 

3,360 
時間 

3,420 
時間 

地域活動支援センター機能 
強化 

4か所 ４か所 ４か所 ４か所 ４か所 ４か所 

28人 33人 33人 33人 33人 33人 
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（２）任意事業 

①訪問入浴サービス 

 身体障がい者（児）に対し、訪問により居宅において入浴サービスを提供し、身体

の清潔の保持、心身機能の維持などを図ります。 

②日中一時支援 

 障がい者（児）の日中における活動の場を提供することにより、障がい者（児）を

日常的に介護している家族の一時的休息を確保します。 

③自動車運転免許取得・改造助成 

 自動車運転免許の取得及び自動車の改造に要する費用の一部を助成します。 

④更生訓練費給付 

 社会復帰の促進を図るため、就労移行支援事業や自立訓練事業を利用している者に

対して更生訓練費を支給します。 

 実施に関する考え方  

 地域生活支援事業は、各自治体が実施主体となり、地域の実情や利用者の状況に応じ、

柔軟な形態により実施する事業であり、特に任意事業は、各自治体の判断により行うも

のとなっています。訪問入浴サービス、日中一時支援、自動車運転免許取得・改造助成、

更生訓練費給付については、地域における障がい者の生活を支援するため、引き続きサ

ービス提供体制を維持していきます。 

表５－25 地域生活支援事業（任意事業）の実績値と見込量 

項目 
実績値 見込量 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 
訪問入浴サービス 229回 268回 290回 310回 330回 350回 

日中一時支援 3,028回 3,050回 2,900回 3,000回 3,000回 3,000回 

自動車運転免許 
取得・改造助成 5件 3件 1件 3件 3件 3件 

更生訓練費給付 0件 0件 0件 0件 0件 0件 
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計画の実現に向けて 
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１  各主体の役割と連携体制の強化 

１ 各主体の役割 

本計画を推進するに当たっては、計画の実現に向けて、行政や関係機関、市民が情報

を共有し、共通理解のもと各方策等に取り組み、社会資源の充実を図ることが必要です。

全ての市民が障がいと障がい者（児）に対する理解を深め、社会的関心を高めていくと

ともに、行政はもとより、地域社会、学校、団体、企業などが、それぞれの役割を果た

しながら、互いに連携・協力し、施策の展開を図っていくことが求められています。 

 

（１）地域社会 

地域における多様な人々との交流を通し、障がい者（児）が参加できる行事や地域活

動の機会を設けるとともに、近隣が互いに助け合う地域づくりを進めるなど、障がい者

（児）やその家庭を地域の中で支援する体制づくりが重要です。 

 

（２）学校 

障がい児一人一人に対して、障がいの特性や程度に応じたきめ細かな指導を通し、持

てる力を最大限に発揮できるような適切な教育を推進することが必要とされています。

また、障がいの有無にかかわらず、児童・生徒に対して、障がい者（児）への正しい理

解と認識を深め、思いやりや豊かな心の育成を図るために、交流教育や福祉教育を拡充

し、障がいに対する意識面でのバリアフリーに努めていくことが重要です。 

 

（３）団体 

障がい者関係団体・障がい福祉事業関係者などの役割として、障がい者（児）やその

家庭の福祉の向上を目指し、自立した自主的な運営ができるように努めるとともに、地

域住民の理解を一層深めるための働きかけを行っていくことが大切です。 
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（４）企業 

障がい者が安定した生活を営むためには、障がい者の雇用や障がい者の適性と能力に

応じて、障がいのない人と共に生きがいを持って働けるような職場づくりが望まれてい

ます。さらに、企業自らも地域社会の構成員であるという自覚のもとに地域に貢献して

いくことが、今後の大切な役割の一つとして期待されています。 

 

（５）行政 

行政の役割は、市民の総合的な福祉の向上を目指して、広範にわたる障がい者施策を

総合的かつ、一体的に推進することです。そのためには、各主体の役割を踏まえながら、

地域社会の連帯の条件整備に努め、行財政の効率的な運営と執行体制を整備するととも

に、当事者や障がい者（児）を支える家族などのニーズを的確に把握し、地域の特性に

応じた施策を推進していくことが求められています。また、政策の形成過程も含めて、

障がい者（児）のまちづくりへの参加機会を拡充しながら、必要な情報を的確に提供し、

市民の参加と連帯に支えられた事業運営に努めていくことが重要です。 

 

２ 関係機関等の連携強化 

 計画の実現を図るため、障がい保健福祉の観点からのみならず、保健、医療、子育て

支援、教育、雇用等の分野を超えた総合的な取組が求められることから、医療機関、教

育機関やその他の関係機関等と連携を図っていきます。また、行政の各分野をはじめ、

社会福祉協議会や市民、障がい者団体、民生委員・児童委員協議会、社会福祉協議会、

ボランティア団体、サービス提供事業者及び日高市障がい者地域総合支援協議会と連携

し、計画の推進を図ります。 

 

〇日高市障がい者地域総合支援協議会 

地域における障がい者等への支援体制づくりに関し、関係機関等と連携を図り、地

域の実情に応じた体制の整備などを協議します。 
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２  計画の推進と進捗管理 

１ 行財政の効率的運用 

計画の期間は、令和３年度から令和５年度までの３年間ですが、法律等の改正や市民

ニーズの変化、財政事情の悪化など、この間にも社会経済情勢の変化が予想されます。

このため、今後増大する福祉などのサービス需要に的確に対応するため、事業などの取

捨選択等を行うことにより、より効率的・効果的な事業展開を図ります。また、制度の

見直しなど国の動向を的確に見極めながら計画を推進していきます。 

 

２ PDCAサイクルの導入 

日高市障がい福祉計画・日高市障がい児福祉計画は、日高市障がい者計画と一体的に

策定されている計画であり、障がい者の生活に必要な障がい福祉サービス等の提供の確

保に向けて推進されるものです。関係者及び関係機関は目標等を共有し、その達成に向

けて連携するとともに、その進捗状況を確認しながら、工夫・改善を重ね、着実に取組

を進めていくことが必要になります。 

そのため、３つの計画の進捗管理については、３年ごとにその進捗を把握するだけで

はなく、日頃より調査、分析及び評価に努め、必要があると認められるときは、計画の

変更等の必要な措置を講じます。
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資料編 
１  策定の経緯 

年 月 日 内 容 等 

令和２年 

３月 
日高市障がい者実態調査（アンケートの実施） 

令和２年 

6月 30日 

日高市障がい者地域総合支援協議会（資料送付） 

・日高市障がい者実態調査結果について 

令和２年 

12月 16日 

令和２年度 第１回日高市障がい者地域総合支援協議会（文書開催） 

・第６期日高市障がい者福祉計画・障がい福祉計画 第 2期日高市障

がい児福祉計画（素案）について 

令和３年 

１月 20日 

～２月 18日 

市民コメント 

・意見の提出 ４名 

令和３年 

３月 12日 

日高市障がい者地域総合支援協議会（資料送付） 

・第６期日高市障がい者福祉計画・障がい福祉計画 第 2期日高市障

がい児福祉計画（最終案）について 

・第１回日高市障がい者地域総合支援協議会意見について 

・市民コメント意見について 

※新型コロナ感染症予防のため、協議会は書面により実施いたしました。 
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２  日高市障がい者地域総合支援協議会委員名簿 

令和 2年 12月 16日現在 

職 氏 名 選出区分等  

会 長 相川 章子 学識経験者（聖学院大学 人間福祉学部） 

職務代理 萩原 政行 
指定特定相談支援事業者 

（障がい者相談支援センターなずな） 

委 員 平田 保 障がい者本人またはその家族 

委 員 藤原 きよみ 障がい者本人またはその家族 

委 員 相澤 美智子 指定障がい福祉サービス事業者（ぶどうの実） 

委 員 四條 美和 
指定障がい福祉サービス事業者 

（障害児通所支援事業所 螢） 

委 員 佐藤 麻衣子 保健・医療関係者（埼玉県狭山保健所） 

委 員 丸谷 康平 
保健・医療関係者 

（埼玉医科大学保健医療学部 理学療法学科） 

委 員 榊原 徹 
教育・雇用関係機関の代表者 

（埼玉県立日高特別支援学校） 

委 員 新井 千鶴 
教育・雇用関係機関の代表者 

（日高市障がい者就労支援センター） 

委 員 市村 豊 
民間企業の代表者 

（株式会社 日本標準統合物流センター） 

委 員 加藤 光夫 障がい者関係団体の代表者（日高市身体障害者福祉会） 

委 員 小川 晃 障がい者関係団体の代表者（飯能日高精神障害者家族会） 
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参考  障がい福祉サービス事業所一覧（日高市内） 

【日中活動系サービス】                       令和３年３月１日現在 

№ 事業所名 運営主体 住所 電話番号 サービスの種類(定員) 

1 かわせみ (社福)日和田会 
〒350-1245 
日高市大字栗坪 120-1 

985-5354 
生活介護(24)・ 
就労移行支援(6)・ 
就労継続支援 B型(10) 

2 第２かわせみ (社福)日和田会 
〒350-1205 
日高市大字原宿 174-29 

985-8668 生活介護(20) 

3 
第３かわせみ 
ふわふわ 

(社福)日和田会 
〒350-1246 
日高市大字梅原 48-6 

985-7007 
生活介護(10)・ 
就労継続支援 B型(10) 

4 
第４かわせみ 
わくわく 

(社福)日和田会 
〒350-1245 
日高市大字栗坪 234 

978-6587 
生活介護(10)・ 
就労継続支援 B型(10) 

5 
ヴェルペンスマイルスタジオ 
高麗川 

(株) 
ヴェルペンファルマ 

〒350-1249 
日高市高麗川 3-4-11 

984-3600 放課後等デイサービス(10) 

6 ぶどうの実 (特非)ぶどうの樹 
〒350-1213 
日高市大字高萩 1841-2 

985-7105 
生活介護(11)・ 
就労継続支援 B型(14) 

7 こまのさと作業所 
(社福)日高市 
社会福祉協議会 

〒350-1235 
日高市大字楡木 201 

985-6778 就労継続支援 B型(20) 

8 
障害児通所支援事業所 
螢 

(合同)ふらっと 
〒350-1213 
日高市大字高萩 605-13 

984-2011 放課後等デイサービス(10) 

9 陶晃山ふれあい工房 
(特非)陶晃山 
ふれあい工房  

〒350-1243 
日高市大字新堀 984-6 

985-3889 就労継続支援 B型(20) 

10 四季の郷 
(特非 )さいたま福
祉ネット四季の郷 

〒350-1247 
日高市大字高岡 220-1 

986-1575 就労継続支援 B型(20) 

11 
生活支援事業所 
すみれ 

(特非)あおーら 
〒350-1205 
日高市大字原宿 353-13 

985-8535 自立訓練（生活訓練）(10) 

12 むさしの日高作業所 
(社福） 
栗の実福祉会 

〒350-1221 
日高市大字下大谷沢 12-1 

978-5104 
就労移行支援(10)・ 
就労継続支援 B型(30) 

13 
障害児通所支援事業所 
にじいろ 

(合同)七彩 
〒350-1249 
日高市高麗川 1-1-23  
タワーマンション TOSHI202 

978-9123 放課後等デイサービス(10) 

14 フレンドシップ１号館 
(一社) 
みんなでなかよく会 

〒350-1231 
日高市大字鹿山 428-3 

978-9705 
短期入所 
（知的及び児童が対象） 

15 スリール四季 
(特非 )さいたま福
祉ネット四季の郷 

〒350-1203 
日高市大字旭ヶ丘 211-1 

978-7615 
就労移行支援(10)・ 
就労継続支援 B型(20) 

16 第５かわせみ (社福)日和田会 
〒350-1206 
日高市大字南平沢 226-1 

980-7525 生活介護(20) 

17 
就労移行支援事業所 
あかつき 

(特非)あおーら 
〒350-1249 
日高市高麗川 1-6-10 

978-7370 就労移行支援(10) 
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【居宅・訪問系サービス】 

№ 事業所名 運営主体 住所 電話番号 サービスの種類 

1 
ヘルパーステーション 
スマイル日高 

(株)ふれあい広場 
〒350-1231 
日高市大字鹿山 237-3 

989-9123 居宅介護・重度訪問介護 

2 
ヘルパーステーション 
こまの郷 

(社福)日高市 
社会福祉協議会 

〒350-1235 
日高市大字楡木 201  
総合福祉センター内 

985-6777 
居宅介護・重度訪問介護・ 
同行援護 

3 友結会 ふるさとけあ (特非)友結会 
〒350-1232 
日高市大字中鹿山 133-1 

986-1366 居宅介護・重度訪問介護 

4 けあビジョン日高 
(株) 
ビジュアルビジョン 

〒350-1213 
日高市大字高萩 1154-5  
パルネットキタノ 102 

978-7000 
居宅介護・重度訪問介護・ 
同行援護 

5 サポートかえる (特非)介護の手 
〒350-1231 
日高市大字鹿山 201-11 

978-6546 居宅介護・重度訪問介護 

【住居系サービス】 

№ 事業所名 運営主体 住所 電話番号 サービスの種類(定員) 

1 野ばら (社福)日和田会 
〒350-1205 
日高市大字原宿 346-1 

985-1267 
共同生活援助(5) 
(サテライト:さくら(1)なでしこ(1)) 

2 野ばらの園 (社福)日和田会 
〒350-1231 
日高市大字鹿山 211-23 

989-4174 共同生活援助(4) 

3 野ばら（第２） (社福)日和田会 
〒350-1205 
日高市大字原宿 353-4  
コモンハラジュク 104 

985-1267 共同生活援助(2) 

4 野ばらの園（第２） (社福)日和田会 
〒350-1205 
日高市大字原宿 353-7  
コーポアイド原宿 103 

989-4174 共同生活援助(2) 

5 うらら (社福)日和田会 
〒350-1231 
日高市大字鹿山 457-7 

989-5603 共同生活援助(5) 

6 さくら (社福)日和田会 
〒350-1249 
日高市高麗川 1-6-24 

989-7030 共同生活援助(4) 

7 なでしこ (社福)日和田会 
〒350-1231 
日高市大字鹿山 199-1  
メゾンスズキ 101､102 

989-3912 共同生活援助(4) 

8 なでしこ１０３ (社福)日和田会 
〒350-1231 
日高市大字鹿山 199-1  
メゾンスズキ 103 

989-3912 共同生活援助(2) 

9 パンジー (社福)日和田会 
〒350-1205 
日高市大字原宿 373-18 

985-0232 共同生活援助(4) 

10 さつき (社福)日和田会 
〒350-1231 
日高市大字鹿山 472-2 

984-0088 共同生活援助(4) 
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№ 事業所名 運営主体 住所 電話番号 サービスの種類(定員) 

11 やまぶき (社福)日和田会 
〒350-1249 
日高市高麗川 1-5-14 

985-5608 共同生活援助(4) 

12 コスモス (社福)日和田会 
〒350-1233 
日高市大字下鹿山 494 
1-27-104 

985-6313 共同生活援助(2) 

13 第２コスモス (社福)日和田会 
〒350-1233 
日高市大字下鹿山 494 
1-27-202 

985-7710 共同生活援助(2) 

14 ひばり (社福)日和田会 
〒350-1249 
日高市大字上鹿山 274-5 

985-7677 共同生活援助(10) 

15 第２ひばり (社福)日和田会 
〒350-1249 
日高市大字上鹿山 274-6 

985-3010 共同生活援助(4) 

16 グループホームあゆみ (特非)ぶどうの樹 
〒350-1215 
日高市高萩東 3-13-13 

985-7105 共同生活援助(4) 

17 グループホームすみれ (特非)ぶどうの樹 
〒350-1213 
日高市大字高萩 2119-3 

985-7105 共同生活援助(4) 

18 グループホームわかば (特非)ぶどうの樹 
〒350-1205 
日高市大字原宿 353-1 

985-7105 共同生活援助(4) 

19 グループホームつばさ (特非)ぶどうの樹 
〒350-1231 
日高市大字鹿山 248-11 

985-7105 共同生活援助(5) 

20 グループホームひかり (特非)ぶどうの樹 
〒350-1231 
日高市大字鹿山 315-6 

985-7105 共同生活援助(5) 

21 グループホームすばる (特非)ぶどうの樹 
〒350-1213 
日高市大字高萩 1573-60 

985-7105 共同生活援助(5) 

22 グループホームカリン (特非)カリン 
〒350-1236 
日高市大字猿田 162 

985-1534 共同生活援助(4) 

23 グループホーム大地 A棟 (医)弘心会 
〒350-1234 
日高市大字上鹿山 235-32 

978-8121 共同生活援助(7)  

24 グループホーム大地 B棟 (医)弘心会 
〒350-1234 
日高市大字上鹿山 235-32 

978-8121 共同生活援助(7)  

【相談支援サービス】 

№ 事業所名 運営主体 住所 電話番号 

1 相談支援センターなずな (社福)日和田会 
〒350-1235 
日高市大字楡木 201 総合福祉センター内 

978-7681 

2 
日高市社会福祉協議会
障害者相談支援センター 

(社福)日高市 
社会福祉協議会 

〒350-1235 
日高市大字楡木 201 総合福祉センター内 

985-9100 

3 相談支援事業所フレンド (合同)ライズ 
〒350-1213 
日高市大字高萩 1141-1 2F 

978-8853 

4 相談支援センターえがお 
(特非)さいたま福祉ネット 
四季の郷 

〒350-1231 
日高市大字鹿山 356-2 野田ハイツ 102号室 

978-7454 
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